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※「解説編」について

※財務書類および附属明細書の単位および計数の端数処理

　本編に掲載されている財務書類について解説した『柏市の財務書類【統一的な基準】（平成２9年度

決算）（解説編）』もぜひあわせてご覧ください。

　財務書類および附属明細書の単位は百万円となっています。表示単位未満を四捨五入しているため、
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第１章　一般会計等財務書類
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（単位：百万円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 固定負債

有形固定資産 地方債
事業用資産 長期未払金

土地 退職手当引当金
立木竹 損失補償等引当金
建物 その他
建物減価償却累計額 流動負債
工作物 1年内償還予定地方債
工作物減価償却累計額 未払金
船舶 未払費用
船舶減価償却累計額 前受金
浮標等 前受収益
浮標等減価償却累計額 賞与等引当金
航空機 預り金
航空機減価償却累計額 その他
その他
その他減価償却累計額 【純資産の部】
建設仮勘定 固定資産等形成分

インフラ資産 余剰分（不足分）
土地
建物
建物減価償却累計額
工作物
工作物減価償却累計額
その他
その他減価償却累計額
建設仮勘定

物品
物品減価償却累計額

無形固定資産
ソフトウェア
その他

投資その他の資産
投資及び出資金

有価証券
出資金
その他

投資損失引当金
長期延滞債権
長期貸付金
基金

減債基金
その他

その他
徴収不能引当金

流動資産
現金預金
未収金
短期貸付金
基金

財政調整基金
減債基金

棚卸資産
その他

徴収不能引当金

一般会計等貸借対照表
(平成３０年  ３月３１日現在)

科目 金額 科目 金額

202,510 226

137,729 17,130

－ 858

423,766 101,595

370,836 82,380

△ 6,459 38

－ －

－ －

159,494 1,002

△ 96,487 15,570

7,432 10,004

－ 387

－ 負債合計 117,165

－

－ －

－ 1,416

－ 3,725

6,021

△ 2,534

88,384

801 429,523

167,539 △ 102,412

116,048

11,566

5,672

△ 4,885

△ 51,946

－

－

52,441

26,830

6

488

226

262

23,967

－

23,967

－

26,814

10

－

1,611

153

16

10,514

10,514

△ 120

20,511

9,273

769

△ 62 純資産合計 327,112

資産合計 444,277 負債及び純資産合計 444,277

－

－

1
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（単位：百万円）

経常費用

業務費用

人件費 　

職員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

移転費用

補助金等

社会保障給付

他会計への繰出金

その他

経常収益

使用料及び手数料

その他

純経常行政コスト

臨時損失

災害復旧事業費

資産除売却損

投資損失引当金繰入額

損失補償等引当金繰入額

その他

臨時利益

資産売却益

その他

純行政コスト

1,570

一般会計等行政コスト計算書
自  平成２９年  ４月　１日
至  平成３０年  ３月３１日

科目 金額

102,046

51,331

20,696

16,995

1,421

8,121

711

29,107

20,713

2,375

6,016

3

1,527

733

108

686

50,715

－

32,605

9,966

23

5,137

3,155

1,982

96,909

357

－

232

－

125

172

148

23

97,094
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（単位：百万円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 423,279 △ 109,471

純行政コスト（△） △ 97,094

財源 109,745

税収等 81,154

国県等補助金 28,590

本年度差額 12,651

固定資産等の変動（内部変動） 5,586 △ 5,586

有形固定資産等の増加 7,730 △ 7,730

有形固定資産等の減少 △ 6,083 6,083

貸付金・基金等の増加 7,035 △ 7,035

貸付金・基金等の減少 △ 3,096 3,096

資産評価差額 0

無償所管換等 659

その他 － △ 6

本年度純資産変動額 6,245 7,059

本年度末純資産残高 429,523 △ 102,412

659

△ 6

13,304

327,112

0

12,651

一般会計等純資産変動計算書
自  平成２９年  ４月　１日

至  平成３０年  ３月３１日

科目 合計

313,808

△ 97,094

109,745

81,154

28,590
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（単位：百万円）

【業務活動収支】

業務支出

業務費用支出
人件費支出
物件費等支出
支払利息支出
その他の支出

移転費用支出
補助金等支出
社会保障給付支出
他会計への繰出支出
その他の支出

業務収入
税収等収入
国県等補助金収入
使用料及び手数料収入
その他の収入

臨時支出
災害復旧事業費支出
その他の支出

臨時収入
業務活動収支
【投資活動収支】

投資活動支出
公共施設等整備費支出
基金積立金支出
投資及び出資金支出
貸付金支出
その他の支出

投資活動収入
国県等補助金収入
基金取崩収入
貸付金元金回収収入
資産売却収入
その他の収入

投資活動収支
【財務活動収支】

財務活動支出
地方債償還支出
その他の支出

財務活動収入
地方債発行収入
その他の収入

財務活動収支

前年度末歳計外現金残高
本年度歳計外現金増減額
本年度末歳計外現金残高
本年度末現金預金残高

733

一般会計等資金収支計算書
自  平成２９年  ４月　１日

至  平成３０年  ３月３１日

科目 金額

96,866

46,148
21,669
23,091

－

655
50,718
8,121

32,605
9,966

26
112,437
81,135
26,217
3,155
1,929

5,543

－
－
－

15,570

17,995
10,960
4,084
1,530
1,421

－

7,579

2,373
1,592
1,511

66
－

△ 12,452

10,553
10,193

360
7,579

9,273

－
△ 2,974

本年度資金収支額 144
前年度末資金残高 5,414
本年度末資金残高 5,558

3,759
△ 43
3,715
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一般会計等財務書類に係る注記 

 

１ 重要な会計方針 

 

 (1) 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

  ア 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

   ただし，開始時の評価基準及び評価方法については，次のとおりです。 

   (ｱ) 昭和５９年度以前に取得したもの･･････････再調達原価 

    ただし，道路，河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

   (ｲ) 昭和６０年度以降に取得したもの 

    取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

    取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

    ただし，取得原価が不明な道路，河川及び水路の敷地は備忘価額 1円としてい 

    ます。 

  イ 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

   ただし，開始時の評価基準及び評価方法については，次のとおりです。 

    取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

    取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

  

 (2) 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

  ア 満期保有目的有価証券･･････････････････････償却原価法（定額法） 

  イ 満期保有目的以外の有価証券 

   (ｱ) 市場価格のあるもの･･････････････････････該当なし 

   (ｲ) 市場価格のないもの･･････････････････････出資金額 

  ウ 出資金 

   (ｱ) 市場価格のあるもの･･････････････････････該当なし 

   (ｲ) 市場価格のないもの･･････････････････････出資金額 

 

 (3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

   該当はありません。 

 

 (4) 有形固定資産等の減価償却の方法 

  ア 有形固定資産（リース資産を除きます。)･････定額法 

     なお，主な耐用年数は以下のとおりです。 

      建物   ５年～５０年 

      工作物  ７年～６０年 
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      物品   ２年～１５年 

  イ 無形固定資産（リース資産を除きます。)･････定額法 

     （ソフトウェアについては，「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」に 

     定める期間（５年）に基づく定額法によっています。） 

  ウ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が１年以 

   内のリース取引及びリース契約 1件あたりのリース料総額が３００万円以下の 

   ファイナンス・リース取引を除きます。） 

     ･･･････････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

  

 (5) 引当金の計上基準及び算定方法 

  ア 徴収不能引当金 

    未収金，長期延滞債権，貸付金及び長期貸付金については，過去５年間の平均 

   不納欠損率により，徴収不能見込額を計上しています。 

  イ 退職手当引当金 

    期末自己都合要支給額を計上しています。 

  ウ 損失補償等引当金 

    履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち，地方公共団体の財政の 

   健全化に関する法律に規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上 

   しています。 

  エ 賞与等引当金 

    翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費 

   相当額の見込額について，それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上して 

   います。 

 

 (6) リース取引の処理方法 

  ア ファイナンス・リース取引 

   (ｱ) 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引 

    及びリース料総額が３００万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

     通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

   (ｲ) (ｱ)以外のファイナンス・リース取引 

     通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

  イ オペレーティング・リース取引 

    通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

 (7) 資金収支計算書における資金の範囲 

   現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（柏市資金運用方針において， 
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  歳計現金等の保管方法として規定した預金等をいいます。） 

   なお，現金及び現金同等物には，出納整理期間における取引により発生する資金 

  の受払いを含んでいます。 

 

 (8) その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

  ア 物品及びソフトウェアの計上基準  

    物品については，取得価額又は見積価格が５０万円以上の場合に資産として計 

   上しています。 

    ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。 

  イ 資本的支出と修繕費の区分基準 

    資本的支出と修繕費の区分基準については，金額が６０万円未満であるとき， 

   又は固定資産の取得価額等のおおむね１０％未満相当額以下であるときに修繕 

   費として処理しています。 

 

２ 重要な会計方針の変更等 

 

 (1) 会計方針の変更 

   該当はありません。 

 

 (2) 表示方法の変更 

   該当はありません。 

 

 (3) 資金収支計算書における資金の範囲の変更 

   該当はありません。 

 

３ 重要な後発事象 

 

  該当する事象はありません。 

 

４ 偶発債務 

 

 (1) 保証債務及び損失補償債務負担の状況 

  他の団体（会計）の金融機関等からの借入債務に対し，保証を行っています。 
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団体（会計）

名 
確定債務額 

履行すべき額が確定してい

ない損失補償債務等 

総額 損失補償等

引当金計上

額 

貸借対照表

未計上額 

柏市土地開

発公社 
― ― 6,220百万円 6,220百万円 

計 ― ― 6,220百万円 6,220百万円 

 

 (2) 係争中の訴訟等 

   係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けている主なものは次のとおりです。 

  ア 東京地裁 平成２８年（ワ）第２７６８７号 

     国家賠償請求事件  １４６，０８１，８４５円 

  イ 千葉地裁松戸支部 平成２９年（ワ）第２４４号 

     国家賠償請求事件  ２，５３８，７１７円 

  ウ 東京高裁 平成２９年（行コ）第２５３号 

     固定資産税及び都市計画税賦課処分取消請求控訴事件  ３１０，２００円 

  エ 東京高裁 平成３０年（行コ）第８号 

     裁決取消等請求控訴事件  ０円 

 

５ 追加情報 

 

 (1) 財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

  ア 一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。 

     一般会計 

     柏都市計画事業北柏駅北口土地区画整理事業特別会計 

     学校給食センター事業特別会計 

     母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計 

  イ 一般会計には，決算統計では普通会計から除外される南柏駅東口土地区画整理 

   事業特別会計（平成１９年度をもって廃止した想定企業会計）を含みます。 

  ウ 地方自治法第２３５条の５に基づき出納整理期間が設けられている会計にお 

   いては，出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計 

   年度末の計数としています。 

  エ 百万円未満を四捨五入して表示しているため，合計金額が一致しない場合があ 

   ります。 

  オ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況は， 
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   次のとおりです。 

    実質赤字比率    －％（赤字は発生していない） 

    連結実質赤字比率  －％（赤字は発生していない） 

    実質公債費比率 ４．１％ 

    将来負担比率    －％（将来負担比率がマイナスのため） 

  カ 繰越事業に係る将来の支出予定額           ３，５１４百万円 

 

 (2) 貸借対照表に係る事項 

  ア 売却可能資産の範囲及び内訳は，次のとおりです。 

    (ｱ) 範囲 

     平成３０年度予算において，財産収入として措置されている公共資産 

    (ｲ) 内訳 

      事業用資産      １１百万円（ １百万円） 

       土地        １１百万円（ １百万円） 

      インフラ資産     ４３百万円（２０百万円） 

       土地        ４３百万円（２０百万円） 

    平成３０年３月３１日時点における売却可能価額を記載しています。 

    売却可能価額は，公示地価に基づく評価方法によっています。 

    上記の（２１百万円）は貸借対照表における簿価を記載しています。 

  イ 基金借入金（繰替運用） 

    該当はありません。 

  ウ 地方交付税措置のある地方債のうち，将来の普通交付税の算定基礎である基準 

   財政需要額に含まれることが見込まれる金額 ７４，２１８百万円 

  エ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素 

   は，次のとおりです。 

    標準財政規模                    ７６，９３１百万円 

    元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額  ８，６６１百万円 

    将来負担額                    １３８，０３４百万円 

    充当可能基金額                   ３３，７３９百万円 

    特定財源見込額                   １９，４０７百万円 

    地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額    ９４，９４９百万円 

  オ 地方自治法第２３４条の３に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上された 

   リース債務金額                   

    該当はありません。 
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 (3) 純資産変動計算書に係る事項 

   純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

  ア 固定資産等形成分 

    固定資産から長期延滞債権及び徴収不能引当金を控除した額に流動資産にお 

   ける短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。 

  イ 余剰分（不足分） 

    純資産合計額のうち，固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 

 

 (4) 資金収支計算書に係る事項 

  ア 基礎的財政収支 

     業務活動収支      １５，５７０百万円 

      支払利息支出        ７３３百万円 

     投資活動収支     △１２，４５２百万円 

     基礎的財政収支      ３，８５１百万円  

  イ 既存の決算情報との関連性 

    収入（歳入） 支出（歳出） 

歳入歳出決算書 129,283百万円 123,856百万円 

財務書類の対象となる会計の範囲

の相違に伴う差額 

△3,725百万円 △1,558百万円 

資金収支計算書 125,559百万円 125,414百万円 

   地方自治法第２３３条第１項に基づく歳入歳出決算書は「一般会計」を対象範囲 

  としているのに対し，資金収支計算書は「一般会計等」を対象範囲としているため， 

  歳入歳出決算書と資金収支計算書は一部の特別会計（柏都市計画事業北柏駅北口土 

  地区画整理事業特別会計，学校給食センター事業特別会計，母子父子寡婦福祉資金 

  貸付事業特別会計）の分だけ相違します。 

  ウ 資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の 

   内訳 

    資金収支計算書 

     業務活動収支           １５，５７０百万円 

     未収債権額の減少            △１１百万円 

     減価償却費            △６，０１６百万円 

     退職手当引当金の減少          ９３６百万円 

     徴収不能引当金繰入額         △１０８百万円 

     損失補償引当金の減少            ３百万円 

     資産除売却損              △８４百万円 

     徴収不能引当金超過不納欠損       △３４百万円 
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     投資活動収入の国県等補助金収入   ２，３７３百万円 

    純資産変動計算書の本年度差額     １２，６５１百万円 

  エ 一時借入金 

    該当はありません。 

  オ 重要な非資金取引 

    重要な非資金取引は以下のとおりです。 

    新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額  

                             ３１１百万円 

 

 

12



①
有

形
固

定
資

産
の

明
細

（
単

位
：
百

万
円

）

②
有

形
固

定
資

産
の

行
政

目
的

別
明

細
（
単

位
：
百

万
円

）

2
0
2
,5

1
7

1
3
7
,7

2
9 -

6
3
,0

0
7

9
7
3 - - - -

8
0
1

1
6
7
,5

4
0

1
1
6
,0

4
8

3
,4

8
7

3
6
,4

3
8 -

1
1
,5

6
6

7
8
7

3
7
0
,8

3
6

一
般

会
計

等
附

属
明

細
書

１
．

一
般

会
計

等
貸

借
対

照
表

の
内

容
に

関
す

る
明

細

（
１

）
資

産
項

目
の

明
細

本
年

度
償

却
額

（
F
)

差
引

本
年

度
末

残
高

（
D

)－
（
E
)

（
G

)
 事

業
用

資
産

2
9
8
,9

4
2

1
2
,5

0
6

5
,9

9
2

3
0
5
,4

5
6

1
0
2
,9

4
6

3
,8

9
8

2
0
2
,5

1
0

区
分

前
年

度
末

残
高

（
A

）
本

年
度

増
加

額
（
B

）
本

年
度

減
少

額
（
C

）

本
年

度
末

残
高

（
A

)＋
（
B

)-
（
C

)
（
D

）

本
年

度
末

減
価

償
却

累
計

額
（
E
)

-
1
3
7
,7

2
9

　
　

立
木

竹
-

-
-

-
-

　
  
土

地
1
3
7
,6

4
9

4
0
0

3
2
0

1
3
7
,7

2
9

-

3
,7

2
8

6
3
,0

0
7

　
　

工
作

物
7
,1

3
3

2
9
9

-
7
,4

3
2

6
,4

5
9

1
7
0

9
7
3

　
　

建
物

1
5
3
,6

2
2

5
,9

5
1

7
9

1
5
9
,4

9
4

9
6
,4

8
7

-
-

　
　

浮
標

等
-

-
-

-
-

-
-

　
　

船
舶

-
-

-
-

-

-
-

　
　

そ
の

他
-

-
-

-
-

-
-

　
　

航
空

機
-

-
-

-
-

-
8
0
1

 イ
ン

フ
ラ

資
産

2
1
7
,3

4
0

5
,2

8
0

6
0
1

2
2
2
,0

1
9

5
4
,4

8
0

1
,8

5
6

1
6
7
,5

3
9

　
　

建
設

仮
勘

定
5
3
8

5
,8

5
6

5
,5

9
3

8
0
1

-

-
1
1
6
,0

4
8

　
　

建
物

6
,0

2
1

-
6
,0

2
1

2
,5

3
4

1
3
0

3
,4

8
7

　
　

土
地

1
1
5
,0

9
0

1
,1

0
5

1
4
7

1
1
6
,0

4
8

-

1
,7

2
6

3
6
,4

3
8

　
　

そ
の

他
-

-
-

-
-

-
-

　
　

工
作

物
8
6
,8

8
0

1
,5

0
4

-
8
8
,3

8
4

5
1
,9

4
6

-
1
1
,5

6
6

 物
品

5
,5

7
3

2
1
2

1
1
3

5
,6

7
2

4
,8

8
5

3
4
0

7
8
7

　
　

建
設

仮
勘

定
9
,3

4
9

2
,6

7
1

4
5
4

1
1
,5

6
6

-

6
,0

9
3

3
7
0
,8

3
6

区
分

生
活

イ
ン

フ
ラ

・
国

土
保

全
教

育
福

祉
環

境
衛

生
産

業
振

興
消

防
総

務

合
計

5
2
1
,8

5
6

1
7
,9

9
8

6
,7

0
6

5
3
3
,1

4
7

1
6
2
,3

1
1

合
計

 事
業

用
資

産
1
2
,7

3
8

1
2
6
,2

1
1

2
6
,2

9
6

2
1
,6

7
9

5
0
6

5
,4

3
4

9
,6

4
7

2
,7

6
2

6
,9

7
5

　
　

立
木

竹
-

-
-

-
-

-
-

　
　

土
地

8
,9

1
2

9
4
,3

2
0

1
4
,9

7
0

9
,4

8
4

3
0
6

2
,5

8
5

2
,0

5
8

　
　

工
作

物
0

6
8
2

1
9

1
8
2

-
8
7

3

　
　

建
物

3
,8

1
1

3
1
,1

6
4

1
1
,2

7
0

1
2
,0

1
3

1
0
6

-
-

　
　

浮
標

等
-

-
-

-
-

-
-

　
　

船
舶

-
-

-
-

-

-
-

　
　

そ
の

他
-

-
-

-
-

-
-

　
　

航
空

機
-

-
-

-
-

-
6
1
1

 イ
ン

フ
ラ

資
産

1
6
0
,3

6
9

2
7
6
5

3
7
5

2
,3

8
3

2
,8

2
6

8
2
0

　
　

建
設

仮
勘

定
1
5

4
5

3
7

-
9
4

7
0
0

4
7

　
　

建
物

2
,8

1
4

1
1
4

-
4
4
6

-
2
1
2

　
　

土
地

1
1
2
,3

5
0

-
7
2
0

3
7
2

1
,8

6
0

2
,1

2
6

5
5
9

　
　

そ
の

他
-

-
-

-
-

-
-

　
　

工
作

物
3
3
,6

5
1

1
3
1

3
6
7

8
,5

7
8

1
0
,5

4
8

合
計

1
7
3
,1

0
8

1
2
6
,5

1
8

2
7
,0

8
2

2
2
,1

1
2

2
,8

9
2

0
2

 物
品

2
3
0
4

2
2

5
8

2
3
1
8

8
1

　
　

建
設

仮
勘

定
1
1
,5

5
4

-
-

-
1
0

13



③
投

資
及

び
出

資
金

の
明

細

市
場

価
格

の
あ

る
も

の
（
単

位
：
百

万
円

）

銘
柄

名
株

数
・
口

数
な

ど
（
A

）

時
価

単
価

（
B

）
（
単

位
：
円

）

貸
借

対
照

表
計

上
額

（
A

）
×

（
B

)
（
C

)

取
得

単
価

（
D

)
（
単

位
：
円

）

取
得

原
価

（
A

）
×

（
D

)
（
E
)

評
価

差
額

（
C

）
－

（
E
)

（
F
)

（
参

考
）
財

産
に

関
す

る
調

書
記

載
額

千
葉

県
債

（
平

成
2
7
年

度
第

2
回

）
1
0
0
,0

0
0

1
0
0
.0

0
1
0

1
0
0
.0

0
1
0

-

合
計

-
-

1
0

-
1
0

-

市
場

価
格

の
な

い
も

の
の

う
ち

連
結

対
象

団
体

（
会

計
）
に

対
す

る
も

の
（
単

位
：
百

万
円

）

相
手

先
名

出
資

金
額

（
貸

借
対

照
表

計
上

額
）

（
A

)
資

産
（
B

)
負

債
（
C

)

純
資

産
額

（
B

）
－

（
C

)
（
D

)
資

本
金

（
E
)

出
資

割
合

（
％

）
（
A

）
/
（
E
)

（
F
)

実
質

価
額

（
D

)×
（
F
)

（
G

)

投
資

損
失

引
当

金
計

上
額

（
H

)

（
参

考
）
財

産
に

関
す

る
調

書
記

載
額

柏
市

水
道

事
業

会
計

1
,1

5
0

6
6
,3

2
0

2
7
,4

2
7

3
8
,8

9
3

3
2
,0

7
2

3
.5

9
%

1
,3

9
5

-

柏
市

下
水

道
事

業
会

計
6
,6

0
1

1
4
7
,0

8
0

1
1
6
,4

6
6

3
0
,6

1
4

2
6
,3

3
2

2
5
.0

7
%

7
,6

7
4

-

柏
市

病
院

事
業

会
計

2
,5

1
2

5
,4

0
4

1
,2

6
1

4
,1

4
3

3
,7

1
4

6
7
.6

4
%

2
,8

0
2

-

公
益

財
団

法
人

柏
市

医
療

公
社

5
0
1

5
,1

2
5

2
,1

9
4

2
,9

3
1

5
0
1

1
0
0
.0

0
%

2
,9

3
1

-

柏
市

土
地

開
発

公
社

1
0

1
1
,5

3
0

1
0
,5

2
5

1
,0

0
5

1
0

1
0
0
.0

0
%

1
,0

0
5

-

一
般

財
団

法
人

柏
市

ま
ち

づ
く
り

公
社

1
0
0

1
,4

6
4

5
0

1
,4

1
4

3
5
6

2
8
.0

9
%

3
9
7

-

一
般

財
団

法
人

柏
市

み
ど

り
の

基
金

5
0
0

2
,1

3
3

5
1

2
,0

8
2

1
,5

3
3

3
2
.6

2
%

6
7
9

-

株
式

会
社

道
の

駅
し

ょ
う

な
ん

1
4

5
2

6
4
6
9

1
8

7
7
.7

8
%

3
6
5

-

北
千

葉
広

域
水

道
企

業
団

5
,4

9
9

1
3
5
,4

5
2

5
1
,6

8
6

8
3
,7

6
6

7
7
,2

8
2

7
.1

2
%

5
,9

6
0

-

株
式

会
社

デ
ィ

ー
・
エ

ス
・
ケ

イ
4

2
,3

6
0

8
2
1

1
,5

3
8

1
3

3
0
.7

7
%

4
7
3

-

合
計

1
6
,8

9
1

3
7
6
,9

2
0

2
1
0
,4

8
7

1
6
6
,8

5
5

1
4
1
,8

3
1

-
2
3
,6

8
2

-

14



市
場

価
格

の
な

い
も

の
の

う
ち

連
結

対
象

団
体

（
会

計
）
以

外
に

対
す

る
も

の
（
単

位
：
百

万
円

）

相
手

先
名

出
資

金
額

（
A

)
資

産
（
B

)
負

債
（
C

)

純
資

産
額

（
B

）
－

（
C

)
（
D

)
資

本
金

（
E
)

出
資

割
合

（
％

）
（
A

）
/
（
E
)

（
F
)

実
質

価
額

（
D

)×
（
F
)

（
G

)
強

制
評

価
減

（
H

)

貸
借

対
照

表
計

上
額

（
Ａ

）
－

（
Ｈ

）
（
Ｉ）

（
参

考
）
財

産
に

関
す

る
調

書
記

載
額

千
葉

県
農

業
信

用
基

金
協

会
4

2
0
4
,4

6
7

1
9
7
,4

5
4

7
,0

1
2

4
,0

2
9

0
.1

0
%

7
-

4

千
葉

県
信

用
保

証
協

会
5
0

1
,0

7
3
,2

0
5

1
,0

0
3
,2

8
8

6
9
,9

1
7

4
6
,6

5
0

0
.1

1
%

7
5

-
5
0

公
益

社
団

法
人

千
葉

県
畜

産
協

会
0

3
,0

0
0

1
8
9

2
,8

1
1

2
,0

0
0

0
.0

1
%

0
-

0

公
益

財
団

法
人

千
葉

県
消

防
協

会
1

1
7
3

2
1
7
1

3
3

3
.0

3
%

5
-

1

公
益

財
団

法
人

千
葉

交
響

楽
団

1
1
0
4

1
2

9
2

6
5

1
.5

4
%

1
-

1

公
益

財
団

法
人

千
葉

県
文

化
振

興
財

団
4

9
9
0

3
2
6

6
6
5

5
7
4

0
.7

0
%

5
-

4

公
益

財
団

法
人

ち
ば

国
際

コ
ン

ベ
ン

シ
ョ

ン
ビ

ュ
ー

ロ
ー

6
2
,3

5
4

9
4

2
,2

5
9

2
,1

3
5

0
.2

8
%

6
-

6

公
益

財
団

法
人

千
葉

県
暴

力
団

追
放

県
民

会
議

1
1

6
7
4

1
6
7
3

6
0
0

1
.8

3
%

1
2

-
1
1

公
益

財
団

法
人

千
葉

ヘ
ル

ス
財

団
7

5
7
4

1
5
7
3

5
6
7

1
.2

3
%

7
-

7

公
益

財
団

法
人

千
葉

県
動

物
保

護
管

理
協

会
4

2
8
2

1
2
8
1

2
8
0

1
.4

3
%

4
-

4

公
益

財
団

法
人

千
葉

県
建

設
技

術
セ

ン
タ

ー
4

1
,3

3
9

3
6
3

9
7
7

3
1
6

1
.2

7
%

1
2

-
4

公
益

財
団

法
人

千
葉

県
教

育
振

興
財

団
1
5

2
,2

8
3

1
8
8

2
,0

9
6

1
,2

3
3

1
.2

2
%

2
5

-
1
5

首
都

圏
新

都
市

鉄
道

株
式

会
社

9
,7

9
8

9
6
3
,8

1
4

7
7
6
,4

1
6

1
8
7
,3

9
8

1
8
5
,0

1
6

5
.3

0
%

9
,9

2
4

-
9
,7

9
8

千
葉

園
芸

プ
ラ

ス
チ

ッ
ク

加
工

株
式

会
社

0
1
7
7

2
6

1
5
1

6
0

0
.4

2
%

1
-

0

株
式

会
社

日
立

柏
レ

イ
ソ

ル
2

2
,3

0
1

1
,2

7
1

1
,0

3
0

1
0
0

2
.0

0
%

2
1

-
2

地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

2
0

2
4
,7

5
5
,8

2
9

2
4
,4

8
8
,4

0
1

2
6
7
,4

2
7

1
6
,6

0
2

0
.1

2
%

3
2
2

-
2
0

株
式

会
社

ベ
イ

エ
フ

エ
ム

2
3
,2

2
0

3
0
6

2
,9

1
5

8
0
0

0
.2

5
%

7
-

2

合
計

9
,9

2
9

2
7
,0

1
4
,7

8
6

2
6
,4

6
8
,3

3
9

5
4
6
,4

4
8

2
5
9
,0

6
0

-
1
0
,4

3
6

-
9
,9

2
9
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④
基

金
の

明
細

（
単

位
：
百

万
円

）

財
政

調
整

基
金

9
,5

1
4

1
,0

0
0

-
-

1
0
,5

1
4

減
債

基
金

-
-

-
-

-

職
員

退
職

手
当

基
金

2
,0

1
3

-
-

-
2
,0

1
3

公
共

施
設

整
備

基
金

1
3
,5

7
9

-
-

-
1
3
,5

7
9

寄
附

基
金

3
5
6

-
-

-
3
5
6

市
民

公
益

活
動

促
進

基
金

4
-

-
-

4

都
市

整
備

基
金

3
,0

4
7

-
-

-
3
,0

4
7

土
地

開
発

基
金

　
3
1
9

-
3
4
6

4
,3

0
2

4
,9

6
8

合
計

2
9
,8

3
0

1
,0

0
0

3
4
6

4
,3

0
2

3
4
,4

8
1

(参
考

)財
産

に
関

す
る

調
書

記
載

額
種

類
現

金
預

金
有

価
証

券
土

地
そ

の
他

合
計

(貸
借

対
照

表
計

上
額

)

16



⑤
貸

付
金

の
明

細
（
単

位
：
百

万
円

）

貸
借

対
照

表
計

上
額

徴
収

不
能

引
当

金
計

上
額

貸
借

対
照

表
計

上
額

徴
収

不
能

引
当

金
計

上
額

そ
の

他
の

貸
付

金

　
育

英
資

金
貸

付
金

-
-

-
-

-

　
区

画
整

理
事

業
貸

付
金

-
-

-
-

-

　
社

会
福

祉
施

設
整

備
貸

付
金

1
1

-
1

-
1
2

　
高

額
療

養
費

資
金

貸
付

金
-

-
-

-
-

　
高

等
職

業
訓

練
促

進
貸

付
金

5
-

-
-

5

　
母

子
福

祉
資

金
貸

付
金

1
3
1

0
1
4

0
1
4
5

　
寡

婦
福

祉
資

金
貸

付
金

6
0

1
0

7

合
計

1
5
3

0
1
6

0
1
6
9

相
手

先
名

ま
た

は
種

別
長

期
貸

付
金

短
期

貸
付

金
（
参

考
）

貸
付

金
計

17



⑥
長

期
延

滞
債

権
の

明
細

（単
位

：百
万

円
）

⑦
未

収
金

の
明

細
（
単

位
：
百

万
円

）

相
手

先
名

ま
た

は
種

別
貸

借
対

照
表

計
上

額
徴

収
不

能
引

当
金

計
上

額
相

手
先

名
ま

た
は

種
別

貸
借

対
照

表
計

上
額

徴
収

不
能

引
当

金
計

上
額

【
貸

付
金

】
【
貸

付
金

】

そ
の

他
の

貸
付

金
そ

の
他

の
貸

付
金

　
生

活
一

時
資

金
貸

付
金

2
0

　
母

子
福

祉
資

金
貸

付
金

0
0

　
私

立
幼

稚
園

入
園

準
備

金
貸

付
金

0
0

　
寡

婦
福

祉
資

金
貸

付
金

0
0

　
高

等
学

校
等

入
学

準
備

金
貸

付
金

2
0

　
母

子
福

祉
資

金
貸

付
金

6
0

　
寡

婦
福

祉
資

金
貸

付
金

1
0

小
計

1
2

0
小

計
0

0

【
未

収
金

】
【
未

収
金

】

税
等

未
収

金
税

等
未

収
金

　
個

人
市

民
税

6
7
5

5
7

　
個

人
市

民
税

3
7
8

3
2

　
法

人
市

民
税

3
1

5
　

法
人

市
民

税
1
6

2

　
固

定
資

産
税

4
0
1

3
9

　
固

定
資

産
税

2
0
3

2
0

　
軽

自
動

車
税

2
2

2
　

軽
自

動
車

税
1
5

2

　
都

市
計

画
税

9
6

9
　

都
市

計
画

税
4
8

5

そ
の

他
の

未
収

金
そ

の
他

の
未

収
金

　
　

使
用

料
・
手

数
料

9
1

3
　

　
使

用
料

・
手

数
料

1
7

1

　
　

分
担

金
及

び
負

担
金

1
4

0
　

　
分

担
金

及
び

負
担

金
9

0

　
　

諸
収

入
2
7
0

4
　

　
諸

収
入

8
3

1

小
計

1
,5

9
9

1
1
9

小
計

7
6
8

6
2

合
計

1
,6

1
1

1
1
9

合
計

7
6
9

6
2
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（
２

）
負

債
項

目
の

明
細

①
地

方
債

（
借

入
先

別
）
の

明
細

（
単

位
：
百

万
円

）

う
ち

1
年

内
償

還
予

定
う

ち
共

同
発

行
債

う
ち

住
民

公
募

債

【
通

常
分

】

　
　

一
般

公
共

事
業

4
,4

3
5

4
2
7

2
,0

5
3

1
,0

7
0

7
7
5

5
2
9

-
-

-
8

　
　

公
営

住
宅

建
設

4
3
7

9
8

4
1
7

1
3

7
-

-
-

-
-

　
　

災
害

復
旧

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

　
　

教
育

・
福

祉
施

設
1
2
,4

8
6

1
,7

1
5

7
,7

4
5

1
3
0

3
,3

3
2

1
,2

0
5

-
-

-
7
5

　
　

一
般

単
独

事
業

2
3
,1

7
4

3
,2

1
4

2
,2

5
9

4
,6

2
2

8
,4

0
7

5
,8

1
2

-
-

-
2
,0

7
3

　
　

そ
の

他
7
,4

9
5

9
5
8

3
,4

4
9

2
,3

5
3

4
6
6

3
8
6

-
-

-
8
4
2

【
特

別
分

】

　
　

臨
時

財
政

対
策

債
4
1
,8

9
6

3
,0

0
3

3
4
,2

5
3

4
,6

6
5

1
,9

8
7

9
9
3

-
-

-
-

　
　

減
税

補
て

ん
債

2
,3

5
0

5
8
9

2
,3

5
0

-
-

-
-

-
-

-

　
　

退
職

手
当

債
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-

　
　

そ
の

他
1
1
1

-
-

-
-

-
-

-
-

1
1
1

合
計

9
2
,3

8
4

1
0
,0

0
4

5
2
,5

2
6

1
2
,8

5
2

1
4
,9

7
3

8
,9

2
5

-
-

-
3
,1

0
8

市
場
公
募
債

そ
の
他

種
類

地
方
債
残
高

政
府
資
金

地
方
公
共
団
体

金
融
機
構

市
中
銀
行

そ
の
他
の

金
融
機
関
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②
地
方
債
（
利
率
別
）
の
明
細

（単
位

：百
万

円
）

92
,3
84

81
,5
82

8,
74
3

1,
37
3

14
1

12
7

18
8

23
0

0.
6
5
%

③
地
方
債
（
返
済
期
間
別
）
の
明
細

（
単

位
：
百

万
円

）

92
,3
84

10
,0
04

9,
34
7

8,
94
2

8,
25
6

7,
63
5

27
,6
21

14
,9
83

5,
4
3
9

1
5
6

④
特
定
の
契
約
条
項
が
付
さ
れ
た
地
方
債
の
概
要

（単
位

：百
万

円
）

-

地
方
債
残
高

１
年
以
内

１
年
超

２
年
以
内

２
年
超

３
年
以
内

３
年
超

４
年
以
内

４
年
超

５
年
以
内

地
方
債
残
高

1.
5％

以
下

1.
5％

超
2.
0％

以
下

2.
0％

超
2.
5％

以
下

2.
5％

超
3.
0％

以
下

3.
0％

超
3.
5％

以
下

特
定
の
契
約
条
項
が

付
さ
れ
た
地
方
債
残
高

契
約
条
項
の
概
要

3.
5％

超
4.
0％

以
下

4.
0％

超
（
参
考
）

加
重
平
均

利
率

-

５
年
超

10
年
以
内

10
年
超

15
年
以
内

15
年
超

20
年
以
内

2
0
年
超

20



⑤
引

当
金

の
明

細
（
単

位
：
百

万
円

）

目
的

使
用

そ
の

他

徴
収

不
能

引
当

金
2
0
7

1
0
8

1
3
1

2
1
8
2

投
資

損
失

引
当

金
-

-
-

-
-

退
職

手
当

引
当

金
1
8
,0

6
6

1
,5

7
0

2
,5

0
6

-
1
7
,1

3
0

損
失

補
償

等
引

当
金

8
6
1

-
3

0
8
5
8

賞
与

等
引

当
金

1
,4

5
3

1
,4

2
1

1
,4

5
8

-
1
,4

1
6

合
計

2
0
,5

8
7

3
,0

9
9

4
,0

9
8

2
1
9
,5

8
6

区
分

前
年

度
末

残
高

本
年

度
増

加
額

本
年

度
減

少
額

本
年

度
末

残
高
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２
．

一
般

会
計

等
行

政
コ

ス
ト

計
算

書
の

内
容

に
関

す
る

明
細

（１
）補

助
金

等
の

明
細

名
称

私
立

保
育

所
整

備
費

補
助

金

橋
上

駅
舎

整
備

負
担

金

柏
北

部
中

央
地

区
土

地
区

画
整

理
事

業
負

担
金

社
会

福
祉

施
設

等
整

備
費

助
成

金

公
的

介
護

施
設

等
整

備
等

補
助

金

そ
の

他

計

下
水

道
事

業
会

計
補

助
金 環

境
衛

生
組

合
負

担
金

私
立

保
育

所
運

営
費

等
補

助
金

東
葛

中
部

地
区

総
合

開
発

事
務

組
合

負
担

金

保
育

士
等

処
遇

改
善

事
業

補
助

金

そ
の

他

計

他
団

体
へ

の
公

共
施

設
等

整
備

補
助

金
等

(所
有

外
資

産
分

)

私
立

認
可

保
育

園
・幼

保
連

携
型

認
定

こ
ど

も
園

1
,5

2
0

民
間

保
育

施
設

整
備

に
対

す
る

支
援

東
武

鉄
道

（株
）

3
2
4

高
柳

駅
整

備
事

業
に

係
る

負
担

金

千
葉

県
2
5
0

都
市

計
画

事
業

に
係

る
負

担
金

社
会

福
祉

法
人

等
1
5
5

民
間

社
会

福
祉

施
設

整
備

に
対

す
る

支
援

（
単

位
：
百

万
円

）

区
分

相
手

先
金

額
支

出
目

的

2
8
8

民
間

保
育

施
設

運
営

に
対

す
る

支
援

社
会

福
祉

法
人

等
4
6

民
間

社
会

福
祉

施
設

整
備

に
対

す
る

支
援

2
3
7

2
,5

3
2

東
葛

中
部

地
区

総
合

開
発

事
務

組
合

2
7
9

東
葛

中
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（２
）一

般
会
計
等
行
政
コ
ス
ト
計
算
書
に
係
る
行
政
目
的
別
の
明
細

（
単
位
：
百
万
円
）
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1
0
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1
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6
8
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3
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1
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（
１

）
財
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の
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細
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第２章　全体財務書類
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（単位：百万円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 固定負債

有形固定資産 地方債
事業用資産 長期未払金

土地 退職手当引当金
立木竹 損失補償等引当金
建物 その他
建物減価償却累計額 流動負債
工作物 1年内償還予定地方債
工作物減価償却累計額 未払金
船舶 未払費用
船舶減価償却累計額 前受金
浮標等 前受収益
浮標等減価償却累計額 賞与等引当金
航空機 預り金
航空機減価償却累計額 その他
その他
その他減価償却累計額 【純資産の部】
建設仮勘定 固定資産等形成分

インフラ資産 余剰分（不足分）
土地
建物
建物減価償却累計額
工作物
工作物減価償却累計額
その他
その他減価償却累計額
建設仮勘定

物品
物品減価償却累計額

無形固定資産
ソフトウェア
その他

投資その他の資産
投資及び出資金

有価証券
出資金
その他

投資損失引当金
長期延滞債権
長期貸付金
基金

減債基金
その他

その他
徴収不能引当金

流動資産
現金預金
未収金
短期貸付金
基金

財政調整基金
減債基金

棚卸資産
その他

徴収不能引当金

繰延資産 7

628,496 226,474

571,276 125,529

全体貸借対照表
(平成３０年  ３月３１日現在)

科目 金額 科目 金額

170,203 82,217

△ 103,567 22,283

7,782 13,891

216,105 226

147,376 17,644

－ 858

－ －

－ 1,544

－ 4,338

△ 6,734 2,086

－ －

－ －

1,029 635,425

349,459 △ 210,920

122,288

－ 424

172 負債合計 248,756

△ 156

△ 95,992

－

－

7,568

△ 3,448

305,488

11,859

235

11,623

13,554

18,700

△ 12,988

16,557

10

－

5,090

154

45,361

16,573

6

△ 423

44,758

25,417

4,423

23,967

－

23,967

－

－

44

695

17

14,420

14,420

△ 259

純資産合計 424,504

資産合計 673,261 負債及び純資産合計 673,261
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（単位：百万円）

経常費用

業務費用

人件費

職員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

移転費用

補助金等

社会保障給付

他会計への繰出金

その他

経常収益

使用料及び手数料

その他

純経常行政コスト

臨時損失

災害復旧事業費

資産除売却損

投資損失引当金繰入額

損失補償等引当金繰入額

その他

臨時利益

資産売却益

その他

純行政コスト

1,637

全体行政コスト計算書
自  平成２９年  ４月　１日
至  平成３０年  ３月３１日

科目 金額

184,838

69,911

22,020

18,099

1,521

8,880

763

43,643

27,101

2,846

12,759

937

4,247

1,817

462

1,968

114,927

－

103,035

2,934

78

19,227

16,210

3,017

165,611

389

－

261

－

128

172

148

23

165,829
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（単位：百万円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 627,537 △ 217,485

純行政コスト（△） △ 165,829

財源 177,851

税収等 129,881

国県等補助金 47,970

本年度差額 12,022

固定資産等の変動（内部変動） 5,399 △ 5,399

有形固定資産等の増加 18,883 △ 18,883

有形固定資産等の減少 △ 17,440 17,440

貸付金・基金等の増加 7,055 △ 7,055

貸付金・基金等の減少 △ 3,098 3,098

資産評価差額 0

無償所管換等 1,054

その他 1,435 △ 58

本年度純資産変動額 7,888 6,565

本年度末純資産残高 635,425 △ 210,920

1,054

1,377

14,453

424,504

0

12,022

全体純資産変動計算書
自  平成２９年  ４月　１日

至  平成３０年  ３月３１日

科目 合計

410,052

△ 165,829

177,851

129,881

47,970
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（単位：百万円）

【業務活動収支】

業務支出

業務費用支出
人件費支出
物件費等支出
支払利息支出
その他の支出

移転費用支出
補助金等支出
社会保障給付支出
他会計への繰出支出
その他の支出

業務収入
税収等収入
国県等補助金収入
使用料及び手数料収入
その他の収入

臨時支出
災害復旧事業費支出
その他の支出

臨時収入
業務活動収支
【投資活動収支】

投資活動支出
公共施設等整備費支出
基金積立金支出
投資及び出資金支出
貸付金支出
その他の支出

投資活動収入
国県等補助金収入
基金取崩収入
貸付金元金回収収入
資産売却収入
その他の収入

投資活動収支
【財務活動収支】

財務活動支出
地方債償還支出
その他の支出

財務活動収入
地方債発行収入
その他の収入

財務活動収支

前年度末歳計外現金残高
本年度歳計外現金増減額
本年度末歳計外現金残高
本年度末現金預金残高

1,817

全体資金収支計算書
自  平成２９年  ４月　１日

至  平成３０年  ３月３１日

科目 金額

171,402

56,471
22,986
29,858

－

1,810
114,930

8,880
103,035

2,934
81

193,030
129,163
44,868
16,517
2,482

7,171

－
－
－

21,628

24,841
17,786
5,598

33
1,423

－

8,894

2,779
1,592
1,513

67
1,220

△ 17,669

14,649
14,288

361
8,894

25,417

－
△ 5,756

本年度資金収支額 △ 1,797
前年度末資金残高 23,289
本年度末資金残高 21,492

3,902
23

3,925
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全体財務書類に係る注記 

 

１ 重要な会計方針 

 

 (1) 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

  ア 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

   ただし，開始時の評価基準及び評価方法については，次のとおりです。 

   (ｱ) 昭和５９年度以前に取得したもの･･････････再調達原価 

    ただし，道路，河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

   (ｲ) 昭和６０年度以降に取得したもの 

    取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

    取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

    ただし，取得原価が不明な道路，河川及び水路の敷地は備忘価額 1円としてい 

    ます。 

  イ 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

   ただし，開始時の評価基準及び評価方法については，次のとおりです。 

    取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

    取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

 なお，水道事業会計，下水道事業会計，病院事業会計においては，原則，取得原価と

しています。 

 

 (2) 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

  ア 満期保有目的有価証券･･････････････････････償却原価法（定額法） 

  イ 満期保有目的以外の有価証券 

   (ｱ) 市場価格のあるもの･･････････････････････該当なし 

   (ｲ) 市場価格のないもの･･････････････････････出資金額 

  ウ 出資金 

   (ｱ) 市場価格のあるもの･･････････････････････該当なし 

   (ｲ) 市場価格のないもの･･････････････････････出資金額 

 

 (3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

   購入単価による先入先出法によっています。 

 

 (4) 有形固定資産等の減価償却の方法 

  ア 有形固定資産（リース資産を除きます。)･････定額法 

     なお，主な耐用年数は以下のとおりです。 
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      建物   ５年～５０年 

      工作物  ７年～６０年 

      物品   ２年～１５年 

  イ 無形固定資産（リース資産を除きます。)･････定額法 

     （ソフトウェアについては，「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」に 

     定める期間（５年）に基づく定額法によっています。） 

  ウ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が１年以 

   内のリース取引及びリース契約 1件あたりのリース料総額が３００万円以下の 

   ファイナンス・リース取引を除きます。） 

     ･･･････････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

  

 (5) 引当金の計上基準及び算定方法 

  ア 徴収不能引当金 

    未収金，長期延滞債権，貸付金及び長期貸付金については，過去５年間の平均 

   不納欠損率により，徴収不能見込額を計上しています。 

  イ 退職手当引当金 

    期末自己都合要支給額を計上しています。 

  ウ 損失補償等引当金 

    履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち，地方公共団体の財政の 

   健全化に関する法律に規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上 

   しています。 

  エ 賞与等引当金 

    翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費 

   相当額の見込額について，それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上して 

   います。 

 

 (6) リース取引の処理方法 

  ア ファイナンス・リース取引 

   (ｱ) 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引 

    及びリース料総額が３００万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

     通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

   (ｲ) (ｱ)以外のファイナンス・リース取引 

     通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

  イ オペレーティング・リース取引 

    通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 
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 (7) 全体資金収支計算書における資金の範囲 

   現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（容易に換金可能であり，かつ， 

  価値変動が僅少なもので，３か月以内に満期日が到来する流動性の高い投資をいい 

  ます。ただし，一般会計等においては，柏市資金運用方針において，歳計現金等の 

  保管方法として規定した預金等をいいます。） 

   なお，現金及び現金同等物には，出納整理期間における取引により発生する資金 

  の受払いを含んでいます。 

 

 (8) 消費税等の会計処理 

   消費税等の会計処理は，税込方式によっています。 

   ただし，水道事業会計，下水道事業会計，病院事業会計については，税抜方式に 

  よっています。 

 

２ 重要な会計方針の変更等 

 

 (1) 会計方針の変更 

   該当はありません。 

 

 (2) 表示方法の変更 

   該当はありません。 

 

 (3) 全体資金収支計算書における資金の範囲の変更 

   該当はありません。 

 

３ 重要な後発事象 

 

  該当する事象はありません。 

 

４ 偶発債務 

 

 (1) 保証債務及び損失補償債務負担の状況 

  他の団体（会計）の金融機関等からの借入債務に対し，保証を行っています。 
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団体（会計）

名 
確定債務額 

履行すべき額が確定してい

ない損失補償債務等 

総額 損失補償等

引当金計上

額 

貸借対照表

未計上額 

柏市土地開

発公社 
― ― 6,220百万円 6,220百万円 

計 ― ― 6,220百万円 6,220百万円 

 

 (2) 係争中の訴訟等 

   係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けている主なものは次のとおりです。 

  ア 東京地裁 平成２８年（ワ）第２７６８７号 

     国家賠償請求事件  １４６，０８１，８４５円 

  イ 千葉地裁松戸支部 平成２９年（ワ）第２４４号 

     国家賠償請求事件  ２，５３８，７１７円 

  ウ 東京高裁 平成２９年（行コ）第２５３号 

     固定資産税及び都市計画税賦課処分取消請求控訴事件  ３１０，２００円 

  エ 東京高裁 平成３０年（行コ）第８号 

     裁決取消等請求控訴事件  ０円 

 

５ 追加情報 

 

 (1) 連結対象会計 

会計名 区分 連結の方法 比例連結割合 

公設総合地方卸売市場事

業特別会計 
地方公営企業会計 全部連結 － 

水道事業会計 地方公営企業会計 全部連結 － 

下水道事業会計 地方公営企業会計 全部連結 － 

病院事業会計 地方公営企業会計 全部連結 － 

駐車場事業特別会計 地方公営企業会計 全部連結 － 

介護老人保健施設事業特

別会計 
地方公営企業会計 全部連結 － 

国民健康保険事業特別会

計 

地方公営企業会計以

外の公営事業会計 
全部連結 － 

介護保険事業特別会計 地方公営企業会計以

外の公営事業会計 
全部連結 － 
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後期高齢者医療事業特別

会計 

地方公営企業会計以

外の公営事業会計 
全部連結 － 

 

 (2) 出納整理期間 

   地方自治法第２３５条の５に基づき，出納整理期間を設けられている会計におい 

  ては，出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度 

  末の計数としています。 

   なお，出納整理期間を設けていない会計と出納整理期間を設けている会計との間 

  で，出納整理期間に現金の受払い等があった場合は，現金の受払い等が終了したも 

  のとして調整しています。 

 

 (3) 表示単位未満の取扱い 

   百万円未満を四捨五入して表示しているため，合計金額が一致しない場合があり 

  ます。 

  

 (4) 売却可能資産の範囲及び内訳は，次のとおりです。 

  ア 範囲 

    平成３０年度予算において，財産収入として措置されている公共資産 

  イ 内訳 

      事業用資産      １１百万円（ １百万円） 

       土地        １１百万円（ １百万円） 

      インフラ資産     ４３百万円（２０百万円） 

       土地        ４３百万円（２０百万円） 

    平成３０年３月３１日時点における売却可能価額を記載しています。 

    売却可能価額は，公示地価に基づく評価方法によっています。 

    上記の（２１百万円）は貸借対照表における簿価を記載しています。 
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7
7
.7
8
%

3
6
5

-

北
千
葉
広
域
水
道
企
業
団

5,
49
9

13
5,
45
2

51
,6
86

83
,7
66

77
,2
82

7
.1
2
%

5
,9
6
0

-

株
式
会
社
デ
ィ
ー
・エ
ス
・ケ

イ
4

2,
36
0

82
1

1,
53
8

13
3
0
.7
7
%

4
7
3

-

合
計

6,
62
8

15
8,
11
6

65
,3
33

93
,2
05

79
,7
13

-
1
1
,8
1
0

-
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市
場
価
格
の
な
い
も
の
の
う
ち
連
結
対
象
団
体
（
会
計
）
以
外
に
対
す
る
も
の

（
単
位
：
百
万
円
）

相
手
先
名

出
資
金
額

（
A
)

資
産
（
B
)

負
債

（
C
)

純
資
産
額

（B
）－

（C
)

（D
)

資
本
金

（E
)

出
資
割
合
（％

）
（A
）/
（E
)

（F
)

実
質
価
額

（D
)×
（F
)

（G
)

強
制
評
価
減

（H
)

貸
借
対
照
表
計
上
額

（Ａ
）－

（Ｈ
）

（Ｉ
）

（参
考
）財

産
に
関
す
る

調
書
記
載
額

千
葉
県
農
業
信
用
基
金
協
会

4
20
4,
46
7

19
7,
45
4

7,
01
2

4,
02
9

0
.1
0
%

7
-

4

千
葉
県
信
用
保
証
協
会

50
1,
07
3,
20
5

1,
00
3,
28
8

69
,9
17

46
,6
50

0
.1
1
%

7
5

-
5
0

公
益
社
団
法
人
千
葉
県
畜
産

協
会

0
3,
00
0

18
9

2,
81
1

2,
00
0

0
.0
1
%

0
-

0

公
益
財
団
法
人
千
葉
県
消
防

協
会

1
17
3

2
17
1

33
3
.0
3
%

5
-

1

公
益
財
団
法
人
千
葉
交
響
楽

団
1

10
4

12
92

65
1
.5
4
%

1
-

1

公
益
財
団
法
人
千
葉
県
文
化

振
興
財
団

4
99
0

32
6

66
5

57
4

0
.7
0
%

5
-

4

公
益
財
団
法
人
ち
ば
国
際
コ

ン
ベ
ン
シ
ョ
ン
ビ
ュ
ー
ロ
ー

6
2,
35
4

94
2,
25
9

2,
13
5

0
.2
8
%

6
-

6

公
益
財
団
法
人
千
葉
県
暴
力

団
追
放
県
民
会
議

11
67
4

1
67
3

60
0

1
.8
3
%

1
2

-
1
1

公
益
財
団
法
人
千
葉
ヘ
ル
ス

財
団

7
57
4

1
57
3

56
7

1
.2
3
%

7
-

7

公
益
財
団
法
人
千
葉
県
動
物

保
護
管
理
協
会

4
28
2

1
28
1

28
0

1
.4
3
%

4
-

4

公
益
財
団
法
人
千
葉
県
建
設

技
術
セ
ン
タ
ー

4
1,
33
9

36
3

97
7

31
6

1
.2
7
%

1
2

-
4

公
益
財
団
法
人
千
葉
県
教
育

振
興
財
団

15
2,
28
3

18
8

2,
09
6

1,
23
3

1
.2
2
%

2
5

-
1
5

首
都
圏
新
都
市
鉄
道
株
式
会

社
9,
79
8

96
3,
81
4

77
6,
41
6

18
7,
39
8

18
5,
01
6

5
.3
0
%

9
,9
2
4

-
9
,7
9
8

千
葉
園
芸
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
加

工
株
式
会
社

0
17
7

26
15
1

60
0
.4
2
%

1
-

0

株
式
会
社
日
立
柏
レ
イ
ソ
ル

2
2,
30
1

1,
27
1

1,
03
0

10
0

2
.0
0
%

2
1

-
2

地
方
公
共
団
体
金
融
機
構

20
24
,7
55
,8
29

24
,4
88
,4
01

26
7,
42
7

16
,6
02

0
.1
2
%

3
2
2

-
2
0

株
式
会
社
ベ
イ
エ
フ
エ
ム

2
3,
22
0

30
6

2,
91
5

80
0

0
.2
5
%

7
-

2

公
益
財
団
法
人
千
葉
県
下
水

道
公
社

6
3,
22
0

30
6

2,
91
5

80
0

0
.7
5
%

2
2

-
6

合
計

9,
93
5

27
,0
18
,0
06

26
,4
68
,6
45

54
9,
36
3

26
1,
86
0

-
1
0
,4
5
8

-
9
,9
3
5
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④
基
金
の
明
細

（
単
位
：
百
万
円
）

財
政
調
整
基
金

1
3
,4
2
0

1
,0
0
0

-
-

1
4
,4
2
0

減
債
基
金

-
-

-
-

-

職
員
退
職
手
当
基
金

2
,0
1
3

-
-

-
2
,0
1
3

公
共
施
設
整
備
基
金

1
3
,5
7
9

-
-

-
1
3
,5
7
9

寄
附
基
金

3
5
6

-
-

-
3
5
6

市
民
公
益
活
動
促
進
基
金

4
-

-
-

4

都
市
整
備
基
金

3
,0
4
7

-
-

-
3
,0
4
7

土
地
開
発
基
金
　

3
1
9

-
3
4
6

4
,3
0
2

4
,9
6
8

合
計

3
2
,7
3
9

1
,0
0
0

3
4
6

4
,3
0
2

3
8
,3
8
7

(参
考
)財

産
に
関
す
る

調
書
記
載
額

種
類

現
金
預
金

有
価
証
券

土
地

そ
の
他

合
計

(貸
借
対
照
表
計
上
額
)
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⑤
貸
付
金
の
明
細

（
単
位
：
百
万
円
）

貸
借
対
照
表
計
上
額

徴
収
不
能
引
当
金

計
上
額

貸
借
対
照
表
計
上
額

徴
収
不
能
引
当
金

計
上
額

そ
の
他
の
貸
付
金

　
育
英
資
金
貸
付
金

-
-

-
-

-

　
区
画
整
理
事
業
貸
付
金

-
-

-
-

-

　
社
会
福
祉
施
設
整
備
貸
付
金

1
1

-
1

-
1
2

　
高
額
療
養
費
資
金
貸
付
金

-
-

-
-

-

　
高
等
職
業
訓
練
促
進
貸
付
金

5
-

-
-

5

　
母
子
福
祉
資
金
貸
付
金

1
3
1

0
1
4

0
1
4
5

　
寡
婦
福
祉
資
金
貸
付
金

6
0

1
0

7

　
水
洗
便
所
改
造
資
金
貸
付
金

1
-

1
-

2

合
計

1
5
4

0
1
7

0
1
7
1

相
手
先
名
ま
た
は
種
別

長
期
貸
付
金

短
期
貸
付
金

（
参
考
）

貸
付
金
計
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⑥
長

期
延

滞
債

権
の

明
細

（
単

位
：
百

万
円

）
⑦

未
収

金
の

明
細

（
単

位
：
百

万
円

）

相
手

先
名

ま
た

は
種

別
貸

借
対

照
表

計
上

額
徴

収
不

能
引

当
金

計
上

額
相

手
先

名
ま

た
は

種
別

貸
借

対
照

表
計

上
額

徴
収

不
能

引
当

金
計

上
額

【
貸

付
金

】
【
貸

付
金

】

そ
の

他
の

貸
付

金
そ

の
他

の
貸

付
金

　
母

子
福

祉
寡

婦
福

祉
資

金
貸

付
金

7
0

　
母

子
福

祉
寡

婦
福

祉
資

金
貸

付
金

0
0

　
そ

の
他

4
0

小
計

1
2

0
小

計
0

0

【
未

収
金

】
【
未

収
金

】

税
等

未
収

金
税

等
未

収
金

　
個

人
市

民
税

6
7
5

5
7

　
個

人
市

民
税

3
7
8

3
2

　
法

人
市

民
税

3
1

5
　

法
人

市
民

税
1
6

2

　
固

定
資

産
税

4
0
1

3
9

　
固

定
資

産
税

2
0
3

2
0

　
軽

自
動

車
税

2
2

2
　

軽
自

動
車

税
1
5

2

　
都

市
計

画
税

9
6

9
　

都
市

計
画

税
4
8

5

　
国

民
健

康
保

険
料

（
税

）
3
,3

6
7

2
8
4

　
国

民
健

康
保

険
料

9
6
9

8
2

　
介

護
保

険
料

6
3

1
4

　
介

護
保

険
料

5
8

1
3

　
後

期
高

齢
者

医
療

保
険

料
3
8

4
　

後
期

高
齢

者
医

療
保

険
料

3
0

3

そ
の

他
の

未
収

金
そ

の
他

の
未

収
金

　
　

使
用

料
・
手

数
料

9
0

3
　

　
使

用
料

・
手

数
料

2
0

1

　
　

分
担

金
及

び
負

担
金

1
4

0
　

　
分

担
金

及
び

負
担

金
9

0

　
　

諸
収

入
2
8
2

6
　

　
諸

収
入

8
8

2

　
　

水
道

事
業

未
収

金
1
,0

5
5

5
5

　
　

下
水

道
事

業
未

収
金

1
,3

9
3

4
2

　
　

病
院

事
業

未
収

金
1
4
1

-

小
計

5
,0

7
8

4
2
3

小
計

4
,4

2
3

2
5
9

合
計

5
,0

9
0

4
2
3

合
計

4
,4

2
3

2
5
9
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（
２

）
負

債
項

目
の

明
細

①
地

方
債

（
借

入
先

別
）
の

明
細

（
単

位
：
百

万
円

）

う
ち

1
年

内
償

還
予

定
う

ち
共

同
発

行
債

う
ち

住
民

公
募

債

【
通

常
分

】

　
　

一
般

公
共

事
業

4
,4

3
5

4
2
7

2
,0

5
3

1
,0

7
0

7
7
5

5
2
9

-
-

-
8

　
　

公
営

住
宅

建
設

4
3
7

9
8

4
1
7

1
3

7
-

-
-

-
-

　
　

災
害

復
旧

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

　
　

教
育

・
福

祉
施

設
1
2
,4

8
6

1
,7

1
5

7
,7

4
5

1
3
0

3
,3

3
2

1
,2

0
5

-
-

-
7
5

　
　

一
般

単
独

事
業

2
3
,1

7
4

3
,2

1
4

2
,2

5
9

4
,6

2
2

8
,4

0
7

5
,8

1
2

-
-

-
2
,0

7
3

　
　

そ
の

他
5
4
,2

3
3

4
,7

8
9

3
1
,8

2
7

1
9
,0

2
3

1
,9

0
8

6
3
3

-
-

-
8
4
2

【
特

別
分

】

　
　

臨
時

財
政

対
策

債
4
1
,8

9
6

3
,0

0
3

3
4
,2

5
3

4
,6

6
5

1
,9

8
7

9
9
3

-
-

-
-

　
　

減
税

補
て

ん
債

2
,3

5
0

5
8
9

2
,3

5
0

-
-

-
-

-
-

-

　
　

退
職

手
当

債
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-

　
　

そ
の

他
4
1
0

5
6

2
9
9

-
-

-
-

-
-

1
1
1

合
計

1
3
9
,4

2
0

1
3
,8

9
1

8
1
,2

0
2

2
9
,5

2
2

1
6
,4

1
5

9
,1

7
2

-
-

-
3
,1

0
8

市
場
公
募
債

そ
の
他

種
類

地
方
債
残
高

政
府
資
金

地
方
公
共
団
体

金
融
機
構

市
中
銀
行

そ
の
他
の

金
融
機
関
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②
地
方
債
（
利
率
別
）
の
明
細

（
単

位
：
百

万
円

）

1
3
9
,
4
2
0

9
4
,
7
0
6

2
0
,
0
5
3

1
3
,
1
3
8

2
,
2
3
2

2
,
5
9
2

1
,
2
4
0

5
,
4
5
9

1
.
1
3
%

③
地
方
債
（
返
済
期
間
別
）
の
明
細

（
単

位
：
百

万
円

）

1
3
9
,
4
2
0

1
3
,
8
9
1

1
3
,
2
0
4

1
2
,
8
4
7

1
2
,
0
8
5

1
1
,
4
2
7

4
1
,
3
3
1

2
2
,
2
6
5

9
,
0
6
6

3
,
3
0
5

④
特
定
の
契
約
条
項
が
付
さ
れ
た
地
方
債
の
概
要

（
単

位
：
百

万
円

）

-
-

５
年
超

1
0
年
以
内

1
0
年
超

1
5
年
以
内

1
5
年
超

2
0
年
以
内

2
0
年
超

特
定
の
契
約
条
項
が

付
さ
れ
た
地
方
債
残
高

契
約
条
項
の
概
要

3
.
5
％
超

4
.
0
％
以
下

4
.
0
％
超

（
参
考
）

加
重
平
均

利
率

地
方
債
残
高

１
年
以
内

１
年
超

２
年
以
内

２
年
超

３
年
以
内

３
年
超

４
年
以
内

４
年
超

５
年
以
内

地
方
債
残
高

1
.
5
％
以
下

1
.
5
％
超

2
.
0
％
以
下

2
.
0
％
超

2
.
5
％
以
下

2
.
5
％
超

3
.
0
％
以
下

3
.
0
％
超

3
.
5
％
以
下
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⑤
引

当
金

の
明

細
（
単

位
：
百

万
円

）

目
的

使
用

そ
の

他

徴
収

不
能

引
当

金
7
1
9

4
4
6

4
8
3

4
6
8
2

投
資

損
失

引
当

金
-

-
-

-
-

退
職

手
当

引
当

金
1
8
,5

4
9

1
,6

3
7

2
,5

0
6

3
6

1
7
,6

4
4

損
失

補
償

等
引

当
金

8
6
1

-
3

0
8
5
8

賞
与

等
引

当
金

1
,5

8
3

1
,5

2
1

1
,5

6
0

-
1
,5

4
4

合
計

2
1
,7

1
1

3
,6

0
4

4
,5

5
2

4
0

2
0
,7

2
8

区
分

前
年

度
末

残
高

本
年

度
増

加
額

本
年

度
減

少
額

本
年

度
末

残
高
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２
．

全
体

行
政

コ
ス

ト
計

算
書

の
内

容
に

関
す

る
明

細

（１
）補

助
金

等
の

明
細

名
称

私
立

保
育

所
整

備
費

補
助

金

橋
上

駅
舎

整
備

負
担

金

柏
北

部
中

央
地

区
土

地
区

画
整

理
事

業
負

担
金

社
会

福
祉

施
設

等
整

備
費

助
成

金

公
的

介
護

施
設

等
整

備
等

補
助

金

そ
の

他

計

手
賀

沼
流

域
下

水
道

維
持

管
理

負
担

金

環
境

衛
生

組
合

負
担

金

私
立

保
育

所
運

営
費

等
補

助
金

東
葛

中
部

地
区

総
合

開
発

事
務

組
合

負
担

金

保
育

士
等

処
遇

改
善

事
業

補
助

金

そ
の

他

計

2
,2

3
4

6
,2

7
5

合
計

8
,8

8
0

そ
の

他
の

補
助

金
等

千
葉

県
手

賀
沼

下
水

道
事

務
所

2
,3

8
9

千
葉

県
手

賀
沼

下
水

道
事

務
所

に
対

す
る

負
担

金

柏
・白

井
・鎌

ケ
谷

環
境

衛
生

組
合

8
1
4

環
境

衛
生

組
合

に
対

す
る

負
担

金

私
立

認
可

保
育

園
・幼

保
連

携
型

認
定

こ
ど

も
園

東
葛

中
部

地
区

総
合

開
発

事
務

組
合

2
7
9

東
葛

中
部

地
区

総
合

開
発

事
務

組
合

に
対

す
る

負
担

金

私
立

認
可

保
育

園
・幼

保
連

携
型

認
定

こ
ど

も
園

2
7
1

民
間

保
育

施
設

に
勤

務
す

る
保

育
士

へ
の

補
助

2
8
8

民
間

保
育

施
設

運
営

に
対

す
る

支
援

社
会

福
祉

法
人

等
4
6

民
間

社
会

福
祉

施
設

整
備

に
対

す
る

支
援

3
1
0

2
,6

0
5

（
単

位
：
百

万
円

）

区
分

相
手

先
金

額
支

出
目

的

他
団

体
へ

の
公

共
施

設
等

整
備

補
助

金
等

(所
有

外
資

産
分

)

私
立

認
可

保
育

園
・幼

保
連

携
型

認
定

こ
ど

も
園

1
,5

2
0

民
間

保
育

施
設

整
備

に
対

す
る

支
援

東
武

鉄
道

（株
）

3
2
4

高
柳

駅
整

備
事

業
に

係
る

負
担

金

千
葉

県
2
5
0

都
市

計
画

事
業

に
係

る
負

担
金

社
会

福
祉

法
人

等
1
5
5

民
間

社
会

福
祉

施
設

整
備

に
対

す
る

支
援
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（２
）全

体
行
政
コ
ス
ト
計
算
書
に
係
る
行
政
目
的
別
の
明
細

（
単
位
：
百
万
円
）

経
常
費
用

1
7
,0
8
1

1
1
,9
3
9

1
2
0
,2
5
7

1
8
,7
6
1

2
,0
1
8

5
,2
0
5

9
,5
7
6

1
8
4
,8
3
8

業
務
費
用

1
3
,7
5
3

1
0
,9
7
6

1
2
,9
9
9

1
6
,0
2
5

1
,6
7
9

5
,1
1
3

9
,3
6
6

6
9
,9
1
1

人
件
費

1
,9
2
5

2
,5
4
6

5
,2
5
1

2
,3
3
5

4
3
0

4
,0
2
3

5
,5
1
1

2
2
,0
2
0

職
員
給
与
費

1
,5
8
6

2
,1
1
7

4
,0
8
2

1
,8
3
0

3
2
5

3
,4
6
0

4
,6
9
9

1
8
,0
9
9

賞
与
等
引
当
金
繰
入
額

1
7
1

1
7
9

4
1
4

1
8
3

3
4

2
6
2

2
7
7

1
,5
2
1

退
職
手
当
引
当
金
繰
入
額

1
6
6

-
6
2
9

2
8
3

3
3

2
2
7

3
0
0

1
,6
3
7

そ
の
他

2
2
5
0

1
2
6

3
8

3
9

7
4

2
3
5

7
6
3

物
件
費
等

1
0
,6
0
8

8
,3
0
8

6
,0
8
7

1
3
,1
4
3

1
,2
3
8

1
,0
7
8

3
,1
8
2

4
3
,6
4
3

物
件
費

1
,8
2
4

5
,7
3
5

5
,1
6
9

9
,7
2
2

1
,1
2
3

6
6
4

2
,8
6
5

2
7
,1
0
1

維
持
補
修
費

1
,3
1
1

7
7
6

2
8
7

3
6
1

1
4

1
6

8
1

2
,8
4
6

減
価
償
却
費

6
,5
3
8

1
,7
9
7

6
3
2

3
,0
5
9

1
0
0

3
9
8

2
3
6

1
2
,7
5
9

そ
の
他

9
3
5

0
0

1
0

1
1

9
3
7

そ
の
他
の
業
務
費
用

1
,2
2
0

1
2
2

1
,6
6
0

5
4
8

1
2

1
2

6
7
4

4
,2
4
7

支
払
利
息

1
,1
4
9

1
0
3

4
5

2
5
3

2
1
2

2
5
4

1
,8
1
7

徴
収
不
能
引
当
金
繰
入
額

4
1

0
2
9
9

1
3

1
0

1
0
8

4
6
2

そ
の
他

3
0

1
8

1
,3
1
7

2
8
2

8
1

3
1
2

1
,9
6
8

移
転
費
用

3
,3
2
8

9
6
3

1
0
7
,2
5
9

2
,7
3
6

3
3
9

9
2

2
1
0

1
1
4
,9
2
7

補
助
金
等

3
,2
9
7

6
8
2

3
,1
2
4

1
,2
4
9

2
9
6

5
2

1
8
0

8
,8
8
0

社
会
保
障
給
付

1
6

2
8
1

1
0
1
,2
0
0

1
,4
7
8

2
3
7

2
2

1
0
3
,0
3
5

他
会
計
へ
の
繰
出
金

-
-

2
,9
3
4

-
-

-
-

2
,9
3
4

そ
の
他

1
6

1
1

8
4
2

4
7

7
8

経
常
収
益

7
,0
9
8

3
6
6

1
,7
3
7

8
,7
0
3

4
9
4

6
5

7
6
4

1
9
,2
2
7

使
用
料
及
び
手
数
料

6
,3
5
6

1
2
2

1
,2
9
5

7
,8
9
8

3
6
3

2
1
7
4

1
6
,2
1
0

そ
の
他

7
4
2

2
4
4

4
4
3

8
0
5

1
3
1

6
3

5
8
9

3
,0
1
7

純
経
常
行
政
コ
ス
ト

9
,9
8
4

1
1
,5
7
3

1
1
8
,5
2
0

1
0
,0
5
8

1
,5
2
4

5
,1
4
0

8
,8
1
2

1
6
5
,6
1
1

臨
時
損
失

2
3
3

1
2
0

1
0

3
3

1
3

6
3
8
9

災
害
復
旧
事
業
費

-
-

-
-

-
-

-
-

資
産
除
売
却
損

2
3
3

3
3

0
3

1
3

6
2
6
1

投
資
損
失
引
当
金
繰
入
額

-
-

-
-

-
-

-
-

損
失
補
償
等
引
当
金
繰
入
額

-
-

-
-

-
-

-
-

そ
の
他

0
1
1
7

8
3

-
-

-
1
2
8

臨
時
利
益

7
3

7
4

2
3

2
0

-
0

1
7
2

資
産
売
却
益

7
3

7
4

0
2

-
-

-
1
4
8

そ
の
他

-
-

2
3

0
0

-
0

2
3

純
行
政
コ
ス
ト

1
0
,1
4
4

1
1
,6
1
9

1
1
8
,5
0
8

1
0
,0
5
9

1
,5
2
7

5
,1
5
4

8
,8
1
9

1
6
5
,8
2
9

産
業
振
興

消
防

総
務

合
計

区
分

生
活
イ
ン
フ
ラ
・

国
土
保
全

教
育

福
祉

環
境
衛
生
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（１）財源の明細 （単位：百万円）
会計 区分 財源の内容 金額

地方税 67,016

地方交付税 3,529

地方譲与税 801

地方消費税交付金 6,748

分担金・負担金 1,163

その他 1,898

81,154

国庫支出金 2,177

県支出金 48

計 2,225

国庫支出金 18,656

県支出金 7,561

計 26,217

28,442

109,596

48,127

国庫支出金 148

県支出金 -

計 148

国庫支出金 13,112

県支出金 5,538

計 18,650

18,798

66,925

600

国庫支出金 714

県支出金 15

計 728

国庫支出金 -

県支出金 -

計 -

728

1,328

129,881

47,970

177,851

全体会計

税収等

国県等補助金

合計

公営企業会計

税収等

国県等補助金

資本的
補助金

経常的
補助金

小計

合計

特別会計

税収等

国県等補助金

資本的
補助金

経常的
補助金

小計

合計

３．全体純資産変動計算書の内容に関する明細

一般会計

税収等

小計

国県等補助金

資本的
補助金

経常的
補助金

小計

合計
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国
県

等
補

助
金

地
方

債
税

収
等

そ
の

他

純
行

政
コ

ス
ト

1
6
5
,8

2
9

4
5
,8

4
3

2
,9

3
9

1
0
0
,6

7
5

1
6
,3

7
1

有
形

固
定

資
産

等
の

増
加

1
8
,8

8
3

2
,1

2
6

5
,9

5
4

2
,2

3
1

8
,5

7
1

貸
付

金
・
基

金
等

の
増

加
7
,0

5
5

-
-

5
,6

3
8

1
,4

1
7

そ
の

他
5
8

-
-

5
8

-

合
計

1
9
1
,8

2
5

4
7
,9

7
0

8
,8

9
4

1
0
8
,6

0
2

2
6
,3

5
9

４
．

全
体

資
金

収
支

計
算

書
の

内
容

に
関

す
る

明
細

（
１

）
資

金
の

明
細

（単
位

：百
万

円
）

種
類

要
求

払
預

金

合
計

2
4
,6

0
5

2
4
,6

0
5

（
２

）
財

源
情

報
の

明
細

（単
位

：百
万

円
）

区
分

金
額

内
訳

本
年

度
末

残
高
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第３章　連結財務書類
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（単位：百万円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 固定負債

有形固定資産 地方債等
事業用資産 長期未払金

土地 退職手当引当金
立木竹 損失補償等引当金
建物 その他
建物減価償却累計額 流動負債
工作物 1年内償還予定地方債等
工作物減価償却累計額 未払金
船舶 未払費用
船舶減価償却累計額 前受金
浮標等 前受収益
浮標等減価償却累計額 賞与等引当金
航空機 預り金
航空機減価償却累計額 その他
その他
その他減価償却累計額 【純資産の部】
建設仮勘定 固定資産等形成分

インフラ資産 余剰分（不足分）
土地 他団体出資等分
建物
建物減価償却累計額
工作物
工作物減価償却累計額
その他
その他減価償却累計額
建設仮勘定

物品
物品減価償却累計額

無形固定資産
ソフトウェア
その他

投資その他の資産
投資及び出資金

有価証券
出資金
その他

投資損失引当金
長期延滞債権
長期貸付金
基金

減債基金
その他

その他
徴収不能引当金

流動資産
現金預金
未収金
短期貸付金
基金

財政調整基金
減債基金

棚卸資産
その他
徴収不能引当金

繰延資産

連結貸借対照表
(平成３０年  ３月３１日現在)

科目 金額 科目 金額

224,237 537

152,802 18,479

－ 858

660,797 237,684

605,052 132,459

△ 6,915 3,912

－ 19

－ 1

178,061 85,351

△ 108,829 31,150

8,069 20,656

－ 569

172 負債合計 268,834

△ 156

－ 2

－ 1,584

－ 4,407

10,792

△ 5,478

329,409

1,035 668,585

370,723 △ 223,093

130,095 153

14,568

30,676

△ 20,585

△ 108,664

－

－

38,550

10,002

58

17,196

249

16,948

161

23,690

－

9,933

10

－

5,093

53,674

31,689

5,987

23,690

26

△ 423

－

760

906

17

14,580

14,580

資産合計 714,478 負債及び純資産合計 714,478

△ 265

7 純資産合計 445,644
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（単位：百万円）

経常費用

業務費用

人件費 　

職員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

移転費用

補助金等

社会保障給付

その他

経常収益

使用料及び手数料

その他

純経常行政コスト

臨時損失

災害復旧事業費

資産除売却損

投資損失引当金繰入額

損失補償等引当金繰入額

その他

臨時利益

資産売却益

その他

純行政コスト

連結行政コスト計算書
自  平成２９年  ４月　１日
至  平成３０年  ３月３１日

科目 金額

3,862

225,367

80,576

25,772

21,690

1,561

1,748

773

49,870

28,704

3,218

14,086

196,793

4,934

1,962

465

2,507

144,791

7,677

136,962

152

28,573

18,613

9,960

182

151

31

197,031

419

－

261

－

－

158
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（単位：百万円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

他団体出資等分

前年度末純資産残高 661,399 △ 230,727 9

純行政コスト（△） △ 197,031

財源 209,421 －

税収等 145,855 －

国県等補助金 63,567 －

本年度差額 12,391 －

固定資産等の変動（内部変動） 6,993 △ 6,993

有形固定資産等の増加 20,148 △ 20,148

有形固定資産等の減少 △ 19,638 19,638

貸付金・基金等の増加 7,908 △ 7,908

貸付金・基金等の減少 △ 3,723 3,723

資産評価差額 0

無償所管換等 1,052

他団体出資等分の増加 －

他団体出資等分の減少 －

比例連結割合変更に伴う差額 144

その他 1,438 △ 61

本年度純資産変動額 7,186 7,634 144

本年度末純資産残高 668,585 △ 223,093 153

連結純資産変動計算書
自  平成２９年  ４月　１日

至  平成３０年  ３月３１日

科目 合計

0

430,681

△ 197,031

209,421

145,855

63,567

12,391

445,644

1,052

－

－

144

1,377

14,963
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（単位：百万円）

【業務活動収支】

業務支出

業務費用支出
人件費支出
物件費等支出
支払利息支出
その他の支出

移転費用支出
補助金等支出
社会保障給付支出
その他の支出

業務収入
税収等収入
国県等補助金収入
使用料及び手数料収入
その他の収入

臨時支出
災害復旧事業費支出
その他の支出

臨時収入
業務活動収支
【投資活動収支】

投資活動支出
公共施設等整備費支出
基金積立金支出
投資及び出資金支出
貸付金支出
その他の支出

投資活動収入
国県等補助金収入
基金取崩収入
貸付金元金回収収入
資産売却収入
その他の収入

投資活動収支
【財務活動収支】

財務活動支出
地方債等償還支出
その他の支出

財務活動収入
地方債等発行収入
その他の収入

財務活動収支

比例連結割合に伴う差額

前年度末歳計外現金残高
本年度歳計外現金増減額
本年度末歳計外現金残高
本年度末現金預金残高

1,962

連結資金収支計算書
自  平成２９年  ４月　１日

至  平成３０年  ３月３１日

科目 金額

210,526

65,601
26,694
34,617

－

2,329
144,925

7,807
136,962

155
233,983
145,261
60,560
18,967
9,196

8

2,776

8
8

23,457

26,029
18,222
6,383

－
1,423

1
7,797

23

2,216
1,513

72
1,220

△ 18,231

22,405
21,907

498
15,243
15,220

31,689

△ 7,162
本年度資金収支額 △ 1,936
前年度末資金残高 29,581

119
本年度末資金残高 27,764

3,902
23

3,925
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連結財務書類に係る注記 

 

１ 重要な会計方針 

 

 (1) 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

  ア 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

   ただし，開始時の評価基準及び評価方法については，次のとおりです。 

   (ｱ) 昭和５９年度以前に取得したもの･･････････再調達原価 

    ただし，道路，河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

   (ｲ) 昭和６０年度以降に取得したもの 

    取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

    取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

    ただし，取得原価が不明な道路，河川及び水路の敷地は備忘価額 1円としてい 

    ます。 

  イ 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

   ただし，開始時の評価基準及び評価方法については，次のとおりです。 

    取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

    取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

   なお，一部の連結対象団体及び会計（地方公営企業会計，公益財団法人，一般財 

  団法人，地方三公社，株式会社）においては，原則，取得原価としています。 

 

 (2) 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

  ア 満期保有目的有価証券･･････････････････････償却原価法（定額法） 

  イ 満期保有目的以外の有価証券 

   (ｱ) 市場価格のあるもの･･････････････････････該当なし 

   (ｲ) 市場価格のないもの･･････････････････････出資金額 

  ウ 出資金 

   (ｱ) 市場価格のあるもの･･････････････････････該当なし 

   (ｲ) 市場価格のないもの･･････････････････････出資金額 

 

 (3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

  ア 原材料…購入単価による先入先出法によっています。 

    ただし，一部の連結対象団体においては，最終仕入原価法によっています。 

  イ 土地……個別法による原価法 

  ウ 仕掛品…個別法による原価法 
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 (4) 有形固定資産等の減価償却の方法 

  ア 有形固定資産（リース資産を除きます。)･････定額法 

     なお，主な耐用年数は以下のとおりです。 

      建物   ５年～５０年 

      工作物  ７年～６０年 

      物品   ２年～１５年 

    ただし，一部の連結対象団体については定率法によっています。 

  イ 無形固定資産（リース資産を除きます。)･････定額法 

     （ソフトウェアについては，「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」に 

     定める期間（５年）に基づく定額法によっています。） 

  ウ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が１年以 

   内のリース取引及びリース契約 1件あたりのリース料総額が３００万円以下の 

   ファイナンス・リース取引を除きます。） 

     ･･･････････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

  

 (5) 引当金の計上基準及び算定方法 

  ア 徴収不能引当金 

    未収金については，過去５年間の平均不納欠損率により，徴収不能見込額を計 

   上しています。 

    ただし，一部の連結対象団体においては，法人税法に規定する法定繰入率に基 

   づく繰入限度額によっています。 

    長期延滞債権，貸付金及び長期貸付金については，過去５年間の平均不納欠損 

   率により，徴収不能見込額を計上しています。 

  イ 退職手当引当金 

    期末自己都合要支給額を計上しています。 

  ウ 損失補償等引当金 

    履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち，地方公共団体の財政の 

   健全化に関する法律に規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上 

   しています。 

  エ 賞与等引当金 

    翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費 

   相当額の見込額について，それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上して 

   います。 

 

 (6) リース取引の処理方法 

  ア ファイナンス・リース取引 
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   (ｱ) 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引 

    及びリース料総額が３００万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

     通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

   (ｲ) (ｱ)以外のファイナンス・リース取引 

     通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

  イ オペレーティング・リース取引 

    通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

 (7) 連結資金収支計算書における資金の範囲 

   現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（容易に換金可能であり，かつ， 

  価値変動が僅少なもので，３か月以内に満期日が到来する流動性の高い投資をいい 

  ます。ただし，一般会計等においては，柏市資金運用方針において，歳計現金等の 

  保管方法として規定した預金等をいいます。） 

   なお，現金及び現金同等物には，出納整理期間における取引により発生する資金 

  の受払いを含んでいます。 

 

 (8) 消費税等の会計処理 

   消費税等の会計処理は，税込方式によっています。 

   ただし，一部の連結対象団体（会計）については，税抜方式によっています。 

 

 (9) 連結対象団体（会計）の決算日が一般会計等と異なる場合の処理 

   決算日と連結決算日の差異が３か月を超えない連結対象団体については当該連 

  結対象団体の決算を基礎として連結手続を行っています。 

 

２ 重要な会計方針の変更等 

 

 (1) 会計方針の変更 

   該当はありません。 

 

 (2) 表示方法の変更 

   該当はありません。 

 

 (3) 連結資金収支計算書における資金の範囲の変更 

   該当はありません。 

 

３ 重要な後発事象 
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  該当する事象はありません。 

 

４ 偶発債務 

 

 (1) 保証債務及び損失補償債務負担の状況 

  他の団体の金融機関等からの借入債務に対し，保証を行っています。 

団体名 確定債務額 

履行すべき額が確定してい

ない損失補償債務等 

総額 損失補償等

引当金計上

額 

貸借対照表

未計上額 

柏市土地開

発公社 
― ― 6,220百万円 6,220百万円 

計 ― ― 6,220百万円 6,220百万円 

 

 (2) 係争中の訴訟等 

   係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けている主なものは次のとおりです。 

  ア 東京地裁 平成２８年（ワ）第２７６８７号 

     国家賠償請求事件  １４６，０８１，８４５円 

  イ 千葉地裁松戸支部 平成２９年（ワ）第２４４号 

     国家賠償請求事件  ２，５３８，７１７円 

  ウ 東京高裁 平成２９年（行コ）第２５３号 

     固定資産税及び都市計画税賦課処分取消請求控訴事件  ３１０，２００円 

  エ 東京高裁 平成３０年（行コ）第８号 

     裁決取消等請求控訴事件  ０円 

 

５ 追加情報 

 

 (1) 連結対象会計 

団体名 区分 連結の方法 比例連結割合 

北千葉広域水道企業団 一部事務組合・広域

連合 
比例連結 １９．８％ 

東葛中部地区総合開発事

務組合 

一部事務組合・広域

連合 
比例連結 ５３．４％ 

柏・白井・鎌ケ谷環境衛

生組合 

一部事務組合・広域

連合 
比例連結 ３２．８％ 
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千葉県後期高齢者医療広

域連合 

一部事務組合・広域

連合 
比例連結 ６．７％ 

千葉県市町村総合事務組

合 

一部事務組合・広域

連合 
比例連結 １．３％ 

柏市土地開発公社 地方三公社 全部連結 － 

公益財団法人柏市医療公

社 
第三セクター等 全部連結 － 

一般財団法人柏市まちづ

くり公社 
第三セクター等 全部連結 － 

一般財団法人柏市みどり

の基金 
第三セクター等 全部連結 － 

株式会社道の駅しょうな

ん 
第三セクター等 全部連結 － 

株式会社ディー・エス・

ケイ 
第三セクター等 比例連結 ３２．０％ 

   連結の方法は次のとおりです。 

  ア 一部事務組合・広域連合は，各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結の 

   対象としています。 

  イ 地方三公社は，全部連結の対象としています。 

  ウ 第三セクター等は，出資割合等が５０％を超える団体は，全部連結の対象とし 

   ています。また，いずれの地方公共団体にとっても全部連結の対象とならない第 

   三セクター等については，出資割合等や活動実績等に応じて，比例連結の対象と 

   しています。 

 

 (2) 出納整理期間 

   地方自治法第２３５条の５に基づき，出納整理期間を設けられている会計におい 

  ては，出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度 

  末の計数としています。 

   なお，出納整理期間を設けていない会計と出納整理期間を設けている会計との間 

  で，出納整理期間に現金の受払い等があった場合は，現金の受払い等が終了したも 

  のとして調整しています。 

 

 (3) 表示単位未満の取扱い 

   百万円未満を四捨五入して表示しているため，合計金額が一致しない場合があり 

  ます。 
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 (4) 売却可能資産の範囲及び内訳は，次のとおりです。 

  ア 範囲 

    平成３０年度予算において，財産収入として措置されている公共資産 

  イ 内訳 

      事業用資産      １１百万円（ １百万円） 

       土地        １１百万円（ １百万円） 

      インフラ資産     ４３百万円（２０百万円） 

       土地        ４３百万円（２０百万円） 

    平成３０年３月３１日時点における売却可能価額を記載しています。 

    売却可能価額は，公示地価に基づく評価方法によっています。 

    上記の（２１百万円）は貸借対照表における簿価を記載しています。 
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5
9

1
2
6
,5

1
8

2
8
,2

3
5

1
0
4
,3

6
5

9
,7

0
7

0
2

 物
品

2
4
4

3
0
4

3
1

9
,0

9
8

4
3
1
8

9
1

　
　

建
設

仮
勘

定
1
2
,9

9
5

-
-

1
,5

6
0

1
0
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③
投
資
及
び
出
資
金
の
明
細

市
場
価
格
の
あ
る
も
の

（
単
位
：
百
万
円
）

銘
柄
名

株
数
・
口
数
な
ど

（
A
）

時
価
単
価

（
B
）

（
単
位
：
円
）

貸
借
対
照
表
計
上
額

（
A
）
×
（
B
)

（
C
)

取
得
単
価

（
D
)

（
単
位
：
円
）

取
得
原
価

（
A
）
×
（
D
)

（
E
)

評
価
差
額

（
C
）
－
（
E
)

（
F
)

（
参
考
）
財
産
に
関
す
る

調
書
記
載
額

千
葉
県
債
（
平
成
2
7
年
度
第

2
回
）

1
0
0
,0
0
0

1
0
0
.0
0

1
0

1
0
0
.0
0

1
0

-

み
ず
ほ
証
券
　
パ
ワ
ー
リ

バ
ー
ス
債

5
0
0
,0
0
0

1
0
0
.0
0

5
0

1
0
0
.0
0

5
0

-

千
葉
県
債
（
平
成
2
5
年
度
第

2
回
）

1
,0
6
8

1
0
0
.0
0

0
1
0
0
.0
0

0
-

合
計

-
-

6
0

-
6
0

-

市
場
価
格
の
な
い
も
の
の
う
ち
連
結
対
象
団
体
（
会
計
）
以
外
に
対
す
る
も
の

（
単
位
：
百
万
円
）

相
手
先
名

出
資
金
額

（
A
)

資
産
（
B
)

負
債

（C
)

純
資
産
額

（B
）－

（C
)

（D
)

資
本
金

（E
)

出
資
割
合
（％

）
（A
）/
（E
)

（F
)

実
質
価
額

（D
)×
（F
)

（G
)

強
制
評
価
減

（H
)

貸
借
対
照
表
計
上
額

（Ａ
）－

（Ｈ
）

（Ｉ
）

（参
考
）財

産
に
関
す
る

調
書
記
載
額

千
葉
県
農
業
信
用
基
金
協

会
4

2
0
4
,4
6
7

1
9
7
,4
5
4

7
,0
1
2

4
,0
2
9

0
.1
0
%

7
-

4

千
葉
県
信
用
保
証
協
会

5
0

1
,0
7
3
,2
0
5

1
,0
0
3
,2
8
8

6
9
,9
1
7

4
6
,6
5
0

0
.1
1
%

7
5

-
5
0

公
益
社
団
法
人
千
葉
県
畜

産
協
会

0
3
,0
0
0

1
8
9

2
,8
1
1

2
,0
0
0

0
.0
1
%

0
-

0

公
益
財
団
法
人
千
葉
県
消

防
協
会

1
1
7
3

2
1
7
1

3
3

3
.0
3
%

5
-

1

公
益
財
団
法
人
千
葉
交
響

楽
団

1
1
0
4

1
2

9
2

6
5

1
.5
4
%

1
-

1

公
益
財
団
法
人
千
葉
県
文

化
振
興
財
団

4
9
9
0

3
2
6

6
6
5

5
7
4

0
.7
0
%

5
-

4

公
益
財
団
法
人
ち
ば
国
際
コ

ン
ベ
ン
シ
ョ
ン
ビ
ュ
ー
ロ
ー

6
2
,3
5
4

9
4

2
,2
5
9

2
,1
3
5

0
.2
8
%

6
-

6

公
益
財
団
法
人
千
葉
県
暴

力
団
追
放
県
民
会
議

1
1

6
7
4

1
6
7
3

6
0
0

1
.8
3
%

1
2

-
1
1

合
計

7
7

1
,2
8
4
,9
6
7

1
,2
0
1
,3
6
6

8
3
,6
0
0

5
6
,0
8
6

-
1
1
2

-
7
7
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（
単
位
：
百
万
円
）

相
手
先
名

出
資
金
額

（
A
)

資
産
（
B
)

負
債

（C
)

純
資
産
額

（B
）－

（C
)

（D
)

資
本
金

（E
)

出
資
割
合
（％

）
（A
）/
（E
)

（F
)

実
質
価
額

（D
)×
（F
)

（G
)

強
制
評
価
減

（H
)

貸
借
対
照
表
計
上
額

（Ａ
）－

（Ｈ
）

（Ｉ
）

（参
考
）財

産
に
関
す
る

調
書
記
載
額

公
益
財
団
法
人
千
葉
ヘ
ル
ス

財
団

7
5
7
4

1
5
7
3

5
6
7

1
.2
3
%

7
-

7

公
益
財
団
法
人
千
葉
県
動

物
保
護
管
理
協
会

4
2
8
2

1
2
8
1

2
8
0

1
.4
3
%

4
-

4

公
益
財
団
法
人
千
葉
県
建

設
技
術
セ
ン
タ
ー

4
1
,3
3
9

3
6
3

9
7
7

3
1
6

1
.2
7
%

1
2

-
4

公
益
財
団
法
人
千
葉
県
教

育
振
興
財
団

1
5

2
,2
8
3

1
8
8

2
,0
9
6

1
,2
3
3

1
.2
2
%

2
5

-
1
5

首
都
圏
新
都
市
鉄
道
株
式

会
社

9
,7
9
8

9
6
3
,8
1
4

7
7
6
,4
1
6

1
8
7
,3
9
8

1
8
5
,0
1
6

5
.3
0
%

9
,9
2
4

-
9
,7
9
8

千
葉
園
芸
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
加

工
株
式
会
社

0
1
7
7

2
6

1
5
1

6
0

0
.4
2
%

1
-

0

株
式
会
社
日
立
柏
レ
イ
ソ
ル

2
2
,3
0
1

1
,2
7
1

1
,0
3
0

1
0
0

2
.0
0
%

2
1

-
2

地
方
公
共
団
体
金
融
機
構

2
0

2
4
,7
5
5
,8
2
9

2
4
,4
8
8
,4
0
1

2
6
7
,4
2
7

1
6
,6
0
2

0
.1
2
%

3
2
2

-
2
0

株
式
会
社
ベ
イ
エ
フ
エ
ム

2
3
,2
2
0

3
0
6

2
,9
1
5

8
0
0

0
.2
5
%

7
-

2

公
益
財
団
法
人
千
葉
県
下

水
道
公
社

6
3
,2
2
0

3
0
6

2
,9
1
5

8
0
0

0
.7
5
%

2
2

-
6

東
京
ベ
イ
信
用
金
庫

0
5
4
0
,9
6
1

5
1
6
,8
1
0

2
4
,1
5
1

1
3
,3
5
5

0
.0
0
%

1
-

0

千
葉
県
地
方
土
地
開
発
公

社
0

2
,3
1
8

1
,5
9
5

7
2
3

1
1
0

0
.1
2
%

1
-

0

そ
の
他

6
-

-
-

-
-

-
-

6

合
計

9
,8
6
4

2
6
,2
7
6
,3
1
8

2
5
,7
8
5
,6
8
4

4
9
0
,6
3
7

2
1
9
,2
3
9

-
1
0
,3
4
8

-
9
,9
4
1
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④
基
金
の
明
細

（
単
位
：
百
万
円
）

財
政
調
整
基
金

1
3
,5
8
0

1
,0
0
0

-
-

1
4
,5
8
0

減
債
基
金

-
-

-
-

-

職
員
退
職
手
当
基
金

2
,0
1
3

-
-

-
2
,0
1
3

公
共
施
設
整
備
基
金

1
3
,5
7
9

-
-

-
1
3
,5
7
9

寄
附
基
金

3
5
6

-
-

-
3
5
6

市
民
公
益
活
動
促
進
基
金

4
-

-
-

4

都
市
整
備
基
金

3
,0
4
7

-
-

-
3
,0
4
7

土
地
開
発
基
金
　

3
1
9

-
3
4
6

6
6
5

柏
市
医
療
公
社
　
基
本
財
産

3
4
9
8

-
-

5
0
1

柏
市
医
療
公
社
　
特
定
資
産

8
4
8

-
-

-
8
4
8

柏
市
ま
ち
づ
く
り
公
社
　
特
定
資
産

3
5
6

-
-

-
3
5
6

合
計

3
4
,1
0
6

1
,4
9
8

3
4
6

-
3
5
,9
5
0

(参
考
)財
産
に
関
す
る

調
書
記
載
額

種
類

現
金
預
金

有
価
証
券

土
地

そ
の
他

合
計

(貸
借
対
照
表
計
上
額
)
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（
単
位
：
百
万
円
）

柏
市
み
ど
り
の
基
金
　
基
本
財
産

2
0
1

2
9
9

-
-

5
0
0

柏
市
み
ど
り
の
基
金
　
特
定
資
産

1
7
0

4
0
0

9
7
5

1
4

1
,5
6
0

東
葛
中
部
地
区
総
合
開
発
事
務

組
合
　
施
設
整
備
基
金

3
5

-
-

-
3
5

東
葛
中
部
地
区
総
合
開
発
事
務

組
合
　
退
職
手
当
支
給
準
備
金

3
4

-
-

-
3
4

柏
・
白
井
・
鎌
ケ
谷
環
境
衛
生
組

合
　
周
辺
地
域
整
備
基
金

1
0

-
-

-
1
0

後
期
高
齢
者
医
療
広
域
連
合
　
後

期
高
齢
者
医
療
保
険
料
調
整
基

金
1
6
5

-
-

-
1
6
5

千
葉
県
市
町
村
総
合
事
務
組
合

一
般
会
計
基
金

1
3

-
-

-
1
3

千
葉
県
市
町
村
総
合
事
務
組
合

自
治
研
修
セ
ン
タ
ー
会
計
基
金

2
-

-
-

2

合
計

6
3
1

6
9
9

9
7
5

1
4

2
,3
2
0

合
計

(貸
借
対
照
表
計
上
額
)

(参
考
)財
産
に
関
す
る

調
書
記
載
額

種
類

現
金
預
金

有
価
証
券

土
地

そ
の
他
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⑤
貸
付
金
の
明
細

（
単
位
：
百
万
円
）

貸
借
対
照
表
計
上
額

徴
収
不
能
引
当
金

計
上
額

貸
借
対
照
表
計
上
額

徴
収
不
能
引
当
金

計
上
額

そ
の
他
の
貸
付
金

　
育
英
資
金
貸
付
金

-
-

-
-

-

　
区
画
整
理
事
業
貸
付
金

-
-

-
-

-

　
社
会
福
祉
施
設
整
備
貸
付
金

1
1

-
1

-
1
2

　
高
額
療
養
費
資
金
貸
付
金

-
-

-
-

-

　
母
子
福
祉
資
金
貸
付
金

5
-

-
-

5

　
寡
婦
福
祉
資
金
貸
付
金

1
3
1

0
1
4

0
1
4
5

　
水
洗
便
所
改
造
資
金
貸
付
金

6
0

1
0

7

　
災
害
援
護
資
金
貸
付
金

7
-

1
-

2

合
計

1
6
1

0
1
7

0
1
7
1

相
手
先
名
ま
た
は
種
別

長
期
貸
付
金

短
期
貸
付
金

（
参
考
）

貸
付
金
計

65



⑥
長

期
延

滞
債

権
の

明
細

（単
位

：百
万

円
）

⑦
未

収
金

の
明

細
（単

位
：百

万
円

）

相
手

先
名

ま
た

は
種

別
貸

借
対

照
表

計
上

額
徴

収
不

能
引

当
金

計
上

額
相

手
先

名
ま

た
は

種
別

貸
借

対
照

表
計

上
額

徴
収

不
能

引
当

金
計

上
額

【貸
付

金
】

【貸
付

金
】

そ
の

他
の

貸
付

金
そ

の
他

の
貸

付
金

　
母

子
福

祉
寡

婦
福

祉
資

金
貸

付
金

7
0

　
母

子
福

祉
寡

婦
福

祉
資

金
貸

付
金

1
0

　
そ

の
他

4
0

小
計

12
0

小
計

1
0

【未
収

金
】

【未
収

金
】

税
等

未
収

金
税

等
未

収
金

　
個

人
市

民
税

67
5

57
　

個
人

市
民

税
3
7
8

3
2

　
法

人
市

民
税

31
5

　
法

人
市

民
税

1
6

2

　
固

定
資

産
税

40
1

39
　

固
定

資
産

税
2
0
3

2
0

　
軽

自
動

車
税

22
2

　
軽

自
動

車
税

1
5

2

　
都

市
計

画
税

96
9

　
都

市
計

画
税

4
8

5

　
国

民
健

康
保

険
料

（税
）

3,
36

7
28

4
　

国
民

健
康

保
険

料
9
6
9

8
2

　
介

護
保

険
料

63
14

　
介

護
保

険
料

5
8

1
3

　
後

期
高

齢
者

医
療

保
険

料
38

4
　

後
期

高
齢

者
医

療
保

険
料

3
0

3

そ
の

他
の

未
収

金
そ

の
他

の
未

収
金

　
　

使
用

料
・手

数
料

90
3

　
　

使
用

料
・手

数
料

2
0

1

　
　

分
担

金
及

び
負

担
金

14
0

　
　

分
担

金
及

び
負

担
金

9
0

　
　

諸
収

入
28

5
6

　
　

諸
収

入
5
2
4

2

　
　

水
道

事
業

未
収

金
1
,0

5
5

5
5

　
　

下
水

道
事

業
未

収
金

1
,3

9
3

4
2

　
　

柏
市

医
療

公
社

未
収

金
1
,0

3
7

7

　
　

柏
市

ま
ち

づ
く
り

公
社

未
収

金
1
1

-

　
　

柏
市

み
ど

り
の

基
金

未
収

金
3

-

　
　

道
の

駅
し

ょ
う

な
ん

未
収

金
4

-

　
　

北
千

葉
広

域
水

道
企

業
団

未
収

金
2
1
3

-

小
計

5,
08

1
42

3
小

計
5
,9

8
6

2
6
5

合
計

5,
09

3
42

3
合

計
5
,9

8
7

2
6
5
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（
２

）
負

債
項

目
の

明
細

①
地

方
債

（
借

入
先

別
）
の

明
細

（
単

位
：
百

万
円

）

う
ち

1
年

内
償

還
予

定
う

ち
共

同
発

行
債

う
ち

住
民

公
募

債

【
通

常
分

】

　
　

一
般

公
共

事
業

4
,4

3
5

4
2
7

2
,0

5
3

1
,0

7
0

7
7
5

5
2
9

-
-

-
8

　
　

公
営

住
宅

建
設

4
3
7

9
8

4
1
7

1
3

7
-

-
-

-
-

　
　

災
害

復
旧

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

　
　

教
育

・
福

祉
施

設
1
2
,8

3
9

1
,7

6
1

8
,0

9
8

1
3
0

3
,3

3
2

1
,2

0
5

-
-

-
7
5

　
　

一
般

単
独

事
業

2
3
,6

6
8

3
,2

5
1

2
,2

5
9

5
,1

1
7

8
,4

0
7

5
,8

1
2

-
-

-
2
,0

7
3

　
　

そ
の

他
6
7
,0

7
1

1
1
,4

7
0

3
5
,8

7
7

2
1
,4

1
2

8
,3

0
8

6
3
3

-
-

-
8
4
2

【
特

別
分

】

　
　

臨
時

財
政

対
策

債
4
1
,8

9
6

3
,0

0
3

3
4
,2

5
3

4
,6

6
5

1
,9

8
7

9
9
3

-
-

-
-

　
　

減
税

補
て

ん
債

2
,3

5
0

5
8
9

2
,3

5
0

-
-

-
-

-
-

-

　
　

退
職

手
当

債
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-

　
　

そ
の

他
4
1
8

5
6

2
9
9

-
-

-
-

-
-

1
1
9

合
計

1
5
3
,1

1
5

2
0
,6

5
6

8
5
,6

0
6

3
2
,4

0
6

2
2
,8

1
5

9
,1

7
2

-
-

-
3
,1

1
6

市
場
公
募
債

そ
の
他

種
類

地
方
債
残
高

政
府
資
金

地
方
公
共
団
体

金
融
機
構

市
中
銀
行

そ
の
他
の

金
融
機
関
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②
地
方
債
（
利
率
別
）
の
明
細

（
単

位
：
百

万
円

）

1
5
3
,
1
1
5

1
0
3
,
4
5
8

2
0
,
4
3
7

1
7
,
0
8
8

2
,
4
2
9

2
,
7
0
4

1
,
2
9
1

5
,
7
0
7

1
.
1
2
%

③
地
方
債
（
返
済
期
間
別
）
の
明
細

（
単

位
：
百

万
円

）

1
5
3
,
1
1
5

2
0
,
6
5
6

1
3
,
7
0
6

1
3
,
3
5
3

1
2
,
5
8
7

1
1
,
9
0
4

4
4
,
0
7
9

2
3
,
7
4
4

9
,
4
8
2

3
,
6
0
4

④
特
定
の
契
約
条
項
が
付
さ
れ
た
地
方
債
の
概
要

（
単

位
：
百

万
円

）

-

地
方
債
残
高

１
年
以
内

１
年
超

２
年
以
内

２
年
超

３
年
以
内

３
年
超

４
年
以
内

４
年
超

５
年
以
内

地
方
債
残
高

1
.
5
％
以
下

1
.
5
％
超

2
.
0
％
以
下

2
.
0
％
超

2
.
5
％
以
下

2
.
5
％
超

3
.
0
％
以
下

3
.
0
％
超

3
.
5
％
以
下

特
定
の
契
約
条
項
が

付
さ
れ
た
地
方
債
残
高

契
約
条
項
の
概
要

3
.
5
％
超

4
.
0
％
以
下

4
.
0
％
超

（
参
考
）

加
重
平
均

利
率

-

５
年
超

1
0
年
以
内

1
0
年
超

1
5
年
以
内

1
5
年
超

2
0
年
以
内

2
0
年
超

68



⑤
引

当
金

の
明

細
（
単

位
：
百

万
円

）

目
的

使
用

そ
の

他

徴
収

不
能

引
当

金
7
2
5

4
5
0

4
8
4

4
6
8
8

投
資

損
失

引
当

金
-

-
-

-
-

退
職

手
当

引
当

金
1
9
,3

3
2

1
,7

4
7

2
,5

6
3

3
7

1
8
,4

7
9

損
失

補
償

等
引

当
金

8
6
1

-
3

0
8
9
5

賞
与

等
引

当
金

1
,6

2
2

1
,5

6
2

1
,6

0
0

-
1
,5

8
4

合
計

2
2
,5

4
1

3
,7

5
6

4
,6

5
0

4
1

2
1
,6

4
6

区
分

前
年

度
末

残
高

本
年

度
増

加
額

本
年

度
減

少
額

本
年

度
末

残
高
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２
．

連
結

行
政

コ
ス

ト
計

算
書

の
内

容
に

関
す

る
明

細

（１
）補

助
金

等
の

明
細

名
称

私
立

保
育

所
整

備
費

補
助

金

橋
上

駅
舎

整
備

負
担

金

柏
北

部
中

央
地

区
土

地
区

画
整

理
事

業
負

担
金

社
会

福
祉

施
設

等
整

備
費

助
成

金

公
的

介
護

施
設

等
整

備
等

補
助

金

そ
の

他

計

手
賀

沼
流

域
下

水
道

維
持

管
理

負
担

金

私
立

保
育

所
運

営
費

等
補

助
金

保
育

士
等

処
遇

改
善

事
業

補
助

金

柏
市

社
会

福
祉

協
議

会
補

助
金

地
域

子
育

て
支

援
拠

点
事

業
補

助
金

そ
の

他

計

私
立

認
可

保
育

園
・幼

保
連

携
型

認
定

こ
ど

も
園

1
0
3

地
域

子
育

て
支

援
拠

点
事

業
に

対
す

る
補

助

他
団

体
へ

の
公

共
施

設
等

整
備

補
助

金
等

(所
有

外
資

産
分

)

私
立

認
可

保
育

園
・幼

保
連

携
型

認
定

こ
ど

も
園

1
,5

2
0

民
間

保
育

施
設

整
備

に
対

す
る

支
援

東
武

鉄
道

（株
）

3
2
4

高
柳

駅
整

備
事

業
に

係
る

負
担

金

千
葉

県
2
5
0

都
市

計
画

事
業

に
係

る
負

担
金

社
会

福
祉

法
人

等
1
5
5

民
間

社
会

福
祉

施
設

整
備

に
対

す
る

支
援

（
単

位
：
百

万
円

）

区
分

相
手

先
金

額
支

出
目

的

社
会

福
祉

法
人

等
4
6

民
間

社
会

福
祉

施
設

整
備

に
対

す
る

支
援

3
1
0

2
,6

0
5

私
立

認
可

保
育

園
・幼

保
連

携
型

認
定

こ
ど

も
園

2
7
1

民
間

保
育

施
設

に
勤

務
す

る
保

育
士

へ
の

補
助

2
8
8

民
間

保
育

施
設

運
営

に
対

す
る

支
援

1
,8

3
3

5
,0

7
2

合
計

7
,6

7
7

そ
の

他
の

補
助

金
等

千
葉

県
手

賀
沼

下
水

道
事

務
所

2
,3

8
9

千
葉

県
手

賀
沼

下
水

道
事

務
所

に
対

す
る

負
担

金

私
立

認
可

保
育

園
・幼

保
連

携
型

認
定

こ
ど

も
園

柏
市

社
会

福
祉

協
議

会
1
8
8

柏
市

社
会

福
祉

協
議

会
に

対
す

る
支

援
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（２
）連

結
行
政
コ
ス
ト
計
算
書
に
係
る
行
政
目
的
別
の
明
細

（
単
位
：
百
万
円
）

経
常
費
用

1
7
,4
0
3

1
1
,9
2
3

1
5
1
,3
6
2

2
7
,1
8
6

1
,9
1
9

5
,1
9
1

1
0
,3
8
3

2
2
5
,3
6
7

業
務
費
用

1
4
,0
8
9

1
0
,9
6
0

1
3
,1
8
1

2
5
,4
9
8

1
,5
7
9

5
,1
0
8

1
0
,1
6
2

8
0
,5
7
6

人
件
費

1
,9
6
6

2
,5
4
6

5
,2
6
2

5
,6
8
5

4
5
2

4
,0
2
3

5
,8
3
8

2
5
,7
7
2

職
員
給
与
費

1
,6
2
4

2
,1
1
7

4
,0
9
1

5
,0
5
2

3
4
1

3
,4
6
0

5
,0
0
5

2
1
,6
9
0

賞
与
等
引
当
金
繰
入
額

1
7
1

1
7
9

4
1
5

2
0
1

3
4

2
6
2

2
9
8

1
,5
6
1

退
職
手
当
引
当
金
繰
入
額

1
6
8

-
6
2
9

3
9
2

3
3

2
2
7

3
0
0

1
,7
4
8

そ
の
他

3
2
5
0

1
2
7

4
0

4
4

7
4

2
3
5

7
7
3

物
件
費
等

1
0
,8
9
8

8
,2
9
2

5
,7
9
3

1
9
,0
7
6

1
,1
1
4

1
,0
7
3

3
,6
2
4

4
9
,8
7
0

物
件
費

2
,0
6
9

5
,7
1
9

4
,8
6
9

1
1
,4
7
9

9
9
5

6
5
9

2
,9
1
4

2
8
,7
0
4

維
持
補
修
費

1
,3
1
5

7
7
6

2
8
7

7
2
5

1
6

1
6

8
4

3
,2
1
8

減
価
償
却
費

6
,5
4
9

1
,7
9
7

6
3
7

4
,3
4
9

1
0
1

3
9
8

2
5
5

1
4
,0
8
6

そ
の
他

9
6
5

0
0

2
,5
2
3

2
1

3
7
1

3
,8
6
2

そ
の
他
の
業
務
費
用

1
,2
2
5

1
2
2

2
,1
2
6

7
3
6

1
3

1
2

7
0
0

4
,9
3
4

支
払
利
息

1
,1
4
9

1
0
3

4
5

3
9
7

2
1
2

2
5
4

1
,9
6
2

徴
収
不
能
引
当
金
繰
入
額

4
1

0
2
9
9

1
5

1
0

1
1
0

4
6
5

そ
の
他

3
5

1
8

1
,7
8
3

3
2
4

1
0

1
3
3
6

2
,5
0
7

移
転
費
用

3
,3
1
4

9
6
3

1
3
8
,1
8
1

1
,6
8
9

3
3
9

8
2

2
2
2

1
4
4
,7
9
1

補
助
金
等

3
,2
7
6

6
8
2

3
,0
5
4

1
8
9

2
9
4

4
2

1
4
0

7
,6
7
7

社
会
保
障
給
付

1
6

2
8
1

1
3
5
,1
2
7

1
,4
7
9

2
3
7

2
2

1
3
6
,9
6
2

そ
の
他

2
2

1
1

2
1

4
4

4
6
0

1
5
2

経
常
収
益

7
,3
7
4

3
6
6

1
,5
2
3

1
7
,5
7
7

4
2
0

6
5

1
,2
4
8

2
8
,5
7
3

使
用
料
及
び
手
数
料

6
,3
5
6

1
2
2

1
,2
9
5

1
0
,3
0
1

3
6
3

2
1
7
4

1
8
,6
1
3

そ
の
他

1
,0
1
8

2
4
4

2
2
8

7
,2
7
5

5
7

6
3

1
,0
7
4

9
,9
6
0

純
経
常
行
政
コ
ス
ト

1
0
,0
2
9

1
1
,5
5
7

1
4
9
,8
3
9

9
,6
1
0

1
,4
9
8

5
,1
2
6

9
,1
3
5

1
9
6
,7
9
3

臨
時
損
失

2
3
3

1
2
0

1
0

3
3

3
1
3

6
4
1
9

災
害
復
旧
事
業
費

-
-

-
-

-
-

-
-

資
産
除
売
却
損

2
3
3

3
3

0
3

1
3

6
2
6
1

投
資
損
失
引
当
金
繰
入
額

-
-

-
-

-
-

-
-

損
失
補
償
等
引
当
金
繰
入
額

-
-

-
-

-
-

-
-

そ
の
他

0
1
1
7

8
3
3

-
-

0
1
5
8

臨
時
利
益

7
3

7
4

2
3

1
2

0
-

0
1
8
2

資
産
売
却
益

7
3

7
4

0
4

-
-

0
1
5
1

そ
の
他

-
-

2
3

8
0

-
0

3
1

純
行
政
コ
ス
ト

1
0
,1
8
9

1
1
,6
0
3

1
4
9
,8
2
7

9
,6
3
1

1
,5
0
0

5
,1
3
9

9
,1
4
2

1
9
7
,0
3
1

産
業
振
興

消
防

総
務

合
計

区
分

生
活
イ
ン
フ
ラ
・

国
土
保
全

教
育

福
祉

環
境
衛
生
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（１）財源の明細 （単位：百万円）
会計 区分 財源の内容 金額

地方税 67,016

地方交付税 3,529

地方譲与税 801

地方消費税交付金 6,748

分担金・負担金 1,163

その他 1,898

81,154

国庫支出金 2,177

県支出金 48

計 2,225

国庫支出金 18,656

県支出金 7,561

計 26,217

28,442

109,596

48,127

国庫支出金 148

県支出金 -

計 148

国庫支出金 13,112

県支出金 5,538

計 18,650

18,798

66,925

469

国庫支出金 713

県支出金 15

計 729

国庫支出金 -

県支出金 -

計 -

729

1,184

16,102

国庫支出金 114

県支出金 -

計 114

国庫支出金 12,302

県支出金 3,122

その他 6

計 15,430

15,544

31,646

３．連結純資産変動計算書の内容に関する明細

一般会計

税収等

小計

国県等補助金

資本的
補助金

経常的
補助金

小計

合計

特別会計

税収等

国県等補助金

資本的
補助金

経常的
補助金

小計

合計

公営企業会計

税収等

国県等補助金

資本的
補助金

経常的
補助金

小計

合計

一部事務組合・
広域連合

税収等

国県等補助金

資本的
補助金

経常的
補助金

小計

合計
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（単位：百万円）
会計 区分 財源の内容 金額

-

国庫支出金 -

県支出金 -

計 -

国庫支出金 -

県支出金 -

計 -

-

-

2

国庫支出金 -

県支出金 -

計 -

国庫支出金 -

県支出金 -

その他 54

計 54

54

56

145,854

63,567

209,421

経常的
補助金

小計

合計

連結会計

税収等

国県等補助金

合計

第三セクター等

税収等

国県等補助金

資本的
補助金

経常的
補助金

小計

合計

地方三公社

税収等

国県等補助金

資本的
補助金
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国
県

等
補

助
金

地
方

債
税

収
等

そ
の

他

純
行

政
コ

ス
ト

1
9
7
,0

3
1

6
1
,4

4
0

2
,9

3
9

1
1
4
,7

9
9

1
7
,8

5
2

有
形

固
定

資
産

等
の

増
加

2
0
,1

4
8

2
,1

2
6

6
,0

6
1

3
,0

6
7

8
,8

9
2

貸
付

金
・
基

金
等

の
増

加
7
,9

0
8

-
-

5
,6

3
8

2
,2

7
0

そ
の

他
6
1

-
-

5
8

2

合
計

2
2
5
,1

4
8

6
3
,5

6
7

9
,0

0
0

1
2
3
,5

6
4

2
9
,0

1
7

４
．

連
結

資
金

収
支

計
算

書
の

内
容

に
関

す
る

明
細

（
１

）
資

金
の

明
細

（単
位

：百
万

円
）

種
類

要
求

払
預

金

合
計

3
0
,8

7
8

3
0
,8

7
8

（
２

）
財

源
情

報
の

明
細

（単
位

：百
万

円
）

区
分

金
額

内
訳

本
年

度
末

残
高
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